
特麋/働く女性の健康と権利

鵬醐法どうす繡の働き方

働く捕⑩儷麋と翻
4A緊急討論集会の岡題提起から

中野麻美VS丸本百合子
弁護士 産婦人科医

4月4日、東京ウイメンズプラザホールで、全国安全センター主催の緊急討論会「どうなる労働 

法 どうする私の働き方ーズバリ解説！女挫の健康と権利」が開催され、約100名の方々に参 

加していただいた(協賛：東京労働安全衛生センター、神奈川労災職業病センター)。

集会は、中野麻美弁護士と丸本百合子医師のお二方からまず問題提起を受け,竹内理恵医 

師(横浜•港町診療所婦人科)のコーディネートでトークセッション。休憩をはさんで参加者から 

の質問や問題提起を受けてディスカッション、3名の方がら現場の声を報告していただき、最後 

に中野麻美弁護士と丸本百合子医師にまとめの発言をしていただいて終了した。

この集会の内容全体は、近く安全センター情報の増刊号として発行する予定。今回は、最初 

の問題提起発言の要旨を編集部の責任でまとめて幸S告させていただく。

市場原理主義二規制緩和か 

人権の世紀をめざすのか

中野腐美

©規制緩和と男女平等の綱引きによる法改正

皆さんこんにちは。弁護士の中野麻美です。私 

の方からの問題提起は、この4月1日を境にして、

改正男女雇用機会均等法とともに改正された労 

働基準法が施行になります。労働基準法と改正 

男女雇用機会均等法をどのように捉えていけば 

いいのか。私たちはこれをどのように使っていけ 

ばいいのかということについて問題提起をしてい 

きたいと思います。15分ほどの短い時間ですが、 

全部できない部分はトークセッションで行っていき 

たいと思いますのでよろしくお願いします。

まず、この均等法と改正労働基準法は2つの 

大きな力の綱弓Iきの中で生まれたと考えています。
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4.4どうなる労働法.どうする私の働き方緊急討論会ズバリ解説働く女性の健康と権利

どういう綱引きの力が働いたのか見てみますと、 

ひとつは規制緩和という方向からの綱引き。これ 

は効率的な労働市場を作る、投資を呼び込める 

ような効率的な、そういう意味では労働基準法に 

よる規制をあまり働かせないで自由競争原理の 

下で人々が働けるように、使用者にとって都合の 

よい市場を作っていくという方向からの綱引きが 

ひとつありました。したがって、時間外■休日労働 

について上限規制を設けて働き方をコントロール 

していくことはとてもじゃないけれど認められない、 

深夜労働に女性をつけてはいけないということも 

認められないという方向からの綱引きです。

こういう考え方に立ちますと、今までの規制を 

どれだけ働けるのかという視点から男女平等に 

組み直していぐつまり、女性たちは時間外•休日 

労働の上限が設定されていることによって、また 

深夜労働への従事が禁止されることによって、就 

労の機会が狭められてきた。したがって、こういっ 

た足枷手枷は撤廃していくベきだという方向に議 

論が流れるのも当然のことでした。私は規制緩和 

の方向に流れを組み替えていこうという人たちが、 

たまにこういう労働基準法による規制のことをど 

れだけ働けるのかという視点から論じていること 

について、大きなまやかしがあると考えてきました。 

もうひとつの流れは、男女平等の人権を主張 

する方向への綱引きでした。この綱引きは、少子 

高齢社会を迎える21世紀を展望しながら、これか 

らの働き方はどうでなければならないのかを考え 

る重要な問題提起をしたのだと思います。つまり、 

これからは年をとっても障害を持っても自立して 

普通に生きていける社会の枠組みをつくってい 

かなければならない。長い時間企業に従属して 

慟き続けることができる人だけが、一定の自立し 

て生活できるだけの賃金を保障されるといういび 

つな社会のあり方を変えていかなければ21世紀 

に私たちは希望をつなぐことはできないんだ、とい 

うことを見ても、男女平等に働き方の流れを組み 

直していくことは必然的なことだったと思います。 

21世紀を人権というものをめざす社会なんだと 

いう考え方に立てば、労働法による規制はきわ 

めて重要なことであって,労働時間に関する規制 

もどれだけ働けるのかという視点で考えるのでは 

なぐC私たちにどれだけ自由が確保できるのか、 

企業から拘束されている時間をどれだけ制約で
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きるのかという視点から捉えるのは当然のことで 

す。国会の中でも、どれだけ働けるのかという規 

制緩和論と男女平等の視点からどれだけ自由を 

確保できるのかという視点から議論が展開されて 

いることは、議事録を見ると非常にはっきり分か 

ります。

どちらが必然的な社会の流れかというと、21世 

紀は人権の世紀であるという視点で,この社会の 

矛盾を解消する方向に流れている。その方向に 

力を注いでいくのが必然的な流れだろうと考えて 

きました。性別役割分業がもたらした社会の矛盾 

は国際的な観点からみると、大きな男女間の賃 

金格差と男性たちを中心とした包括無定量な働き 

方、労働分野における2つの改善しなければなら 

ない矛盾を生み出した。女性たちは家計補助的 

労働を、勤続期間が短いから一般的に女性労働 

はあてにできない。男は仕事.女は家庭というと 

ころからすると、そういった格差は当たり前だとい 

う労務管理が実施されてきた。男性たちには、- 

家の生計の担い手であるというプレッシャーから 

長時間過密労働に流し込んでいる。あるいは、 

家族一緒の生活でなぐT単身赴任であっても家族 

の生活のためにはしのんでいくべきだとする雰囲 

気をつくってきましたD

この男女間の処遇の格差と男性たちの包括無 

定量な働き方は別々のものと考えられてきました 

が、私たち女性労働を取り扱ってきた人間からし 

ますと,これは同じ矛盾の裏と表ーコインの表裏 

の関係にある。これらを同時に解決できるような 

法の枠組みがなければ、私たちの命や健康や生 

活を保持して働き続けるシステムは生まれない。 

これは当たり前のことでした。規制緩和が効率的 

な市場をめざすということで、女子保護規定を廃 

止する方向で議論を進めていったわけですが、 

こういった方向では役割分業を解消できないばか 

りか、役割分業から生まれた矛盾をもっともっと深 

いものにしてしまう。そして疲れ切った人間の体に 

覚醒剤を打ち込んでもっともっと働けと、人間や 

めますかということを問いかけるような矛盾をもた 

らす政策でしかない。このような綱引きの中で男 

女雇用機会均等法は生まれました。

©女性保護の廃止と新たな男女共通規制

労働基準法が確かに女性に対する保護規定 

を廃止しましたが、その代わりに、時間外•休日. 

深夜労働の男女共通の規制へ一歩を踏み出しま 

した。そして本当に男女平等を実現していくために 

は、女性が妊娠出産することに射する保護を充 

実させなければならないということで、男女雇用機 

会均等法を通じて,格段に母性保護,妊娠出産 

保護に関する措置を充実させてまいりました。そ 

の規制の中身は資料集(省略)をご覧いただけれ 

ば概観できると思います。

まず、深夜労働規制一覧では、女性たちの原 

則深夜労働禁止が廃止されましたが、その代わ 

りに今までの深夜労働に関する労働基準法、お 

よび、安全衛生上の規制に加えて、育児•介護休 

業法に基づく規制というものを盛り込みました。割 

増賃金とか当たり前の権利として認識されてきた 

もの、そして労働安全衛生法上の仮眠室、休養 

室の整備、健康診断などの措置については、い 

まの通常国会で、労働安全衛生法の改正が議論 

されていますD妊産婦について、深夜労働に就 

業制限を加えていくというような権利は、従前から 

保障されてきていますけど、新しく育児•介護請求 

ができる労働者について、深夜労働の免除請求 

権を認めていくという法改正が行なわれています。 

これは女性だけではなぐG男性労働者も平等に 

権利を保障していくという意味で、きわめて狭い限 

定的な範囲ではありますけども、深夜労働の免 

除請求が認められたという点で、新しい深莜労働 

規制の男女平等規制の第一歩であるという一定 

の評価を加えることができるでしょう。そして、新し 

く女性を深夜に従事させるときには、格段に条件 

整備をしなくてはならない。通勤および業務遂行 

の際の安全の確俣のための措置のほかに、さま 

ざまな措置を充実させるようにということを使用者 

に対■して求めるようになっています。

また、育児•介護休業をはじめとする子育て、介 

護のための権利一覧と妊娠出産のための保護な 

どの一覧も挙げておきました。今回新しく,男女雇 

用機会均等法の改正部分で導入された措置が,
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中野麻美(なかのまみ)

弁護士東京•なかのまみ法律事務所

派遣労働ネットワーク代表.日本労働弁護団幹事

主な著書

「自己実現のための福祉と人権J (中央法規出版)、「働く女たちの裁 

判」供著•学陽書房),「21世紀の男女平等法」供著•有斐閣)、F20 
歳の法律ガイドJ (共著•有斐閣)

通院のための時間確保の措置、そして、保健指 

導•健康診査に基づく指導事項を守るための措 

置ということで、就業規則とか労働協約で通院時 

間あるいは通院休暇が保障されていなくてもこの 

法律に基づいて、これらの権利一労働時間を短 

縮したり休みをとるということが可能になったとい 

うことです。これらは労働基準法に規定されるの 

ではなくて、男女雇用機会均等法で規制されるに 

至ったというには、さまざまな理由があるわけです 

が、これらの権利をいかにして女性たちが行使し 

やすくできるのか、これが大きな争点になってま 

いります。

次に変形労働時間制一覧も挙げておきましが、 

時間外.休日規制一休日規制についてはとくに 

男女平等にということでは上限枠は設定されてお 

りませんけども、時間外労働規制については、例 

えば1か月単位の変形制の中の時間外労働の制 

限の部分をご覧いただければいいかと思います。 

3 6協定を締結する場合には、これを超えないよ 

うに労使に義務づけられたという水準が出てお 

ります。これらの新しい男女共通規制というのは、 

確かにきわめて不十分なものであります■,不十分 

に終わったというのは、要するに規制緩和である 

のか,それとも男女平等に仕事も家庭も両立させ 

られるような新しい枠組みに本当に一歩踏み出 

すのかという綱引きの結果でありました。 

翁「個」の権利を職場の中に確立していくこと 

-私たちは、この不十分な中からこれからの綱引 

きが職場に持ち越されたということ、職場の中で 

これらをどのようにして活用していくのかという、 

新しい課題に直面するようになりました。私は、こ 

れからの職場ということを考えた場合に、次の2 
つないし3つの視点をきちんと堅持するということ 

が求められるようになっているのではないかと思 

います。

まず第1に、命や健康,生活のための「個」の 

権利というものを職場の中に確立していくという視 

点であります。まず、根本的な問題を提起させて 

いただきます。時間外•休日労働というのは、私 

たちにはノーという権利があるのだ、というこの労 

働法の大原則というものを、職場の中で徹底させ 

ることができるかどうか、ということがひとつです。 

そもそも1日8時間労働制というのは、労働者の 

人権として確立されてきたものです。いまから100 
年以上前にアメリカの労働者がゼネラルストライ 

キを掲げて、この8時間労働制を要求したときに、 

彼らはこのように唱いました。「1日8時間は収入 

のために、次の8時間は休息のために、そして残 

りの8時間は自分自身のために」と。当時の時代 

的背景もありまして、家事であるとか育児である 

とか家族的責任といったことが、労働運動の要求 

の中には盛り込まれませんでしたけれど、私たち 

は,この要求の持っている普遍性、つまり休息の 

ために、自分の体を休めるためには8時間必要 

なのだ、そして残りの8時間というのは私たちの生 

活や文化的生活を豊かにするために自分自身で 

処分することができる自由というものが必要なの 

だ、というふうに訴えたこと。このことは現代社会 

においても、普遍的な中身を持っているのではな 

いかと思います。
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そして、わが国の労働基準法でも時間外•休日 

労働は臨時の必要に基づく例外的な労働なのだ 

と言われていますD毎日残業があるなどというこ 

とは、法律がそもそも胃午してはいないのです。その 

ような毎日8時間を超える労働に対して,どうして 

働く者が唯々諾々と承諾して従事しなぐTはならな 

いということが前提となって議論が展開されるの 

か,ここが労働法の原則が崩されている一端を 

みる思いがいたします。そもそも、1日8時間を超 

えて働いた場合、時間外•休日割増賃金を請求 

しないで働くということが、職場の中に蔓延してい 

る中で,私たちは、この権利をもう一度人権として 

確立させるような取り組みの必要性を訴えたいと 

思います。

それからもうひとつが、個の権利の確立の一場 

面として、深夜労働に対して「N0!」と言う権利が 

あるのだということ、これも確認をしていきたいと 

思います。いままで職場で働き続けてきた女性た 

ちにとって、深夜労働には従事しないという前提 

に立った労働契約が成立しているわけですから, 

命令でもって深夜労働に従事しろといって従わせ 

られるというようなものではありません。労働省も、 

深夜労働に従事させないということは、男女雇用 

機会均等法の配置における男女平等を規定した 

定めに違反するのだということを言っていますけ 

れども、それは、希望した場合に女性であること 

を理由に排除してはならないということにとどまる 

のです。あの規定が,男女平等の原則に立って 

女性にも深夜労働を解禁したからといって、私た 

ちは一方的に女性に対して深夜労働を命令し、 

それに対して従わせられるのだというところまで法 

理論が認めるものだということは、全く前提とする 

必要はない。むしろ、そんな論理があれば、これ 

は労働法の原則に反することであるというふうに 

'反論できると確信するわけでます。

したがって,深夜労働に対して「N0!」と言う権 

利があるのだということ、これを一人ひとりの権利 

として確立していくということを2番目のテーマとし 

て挙げてみたいというふうに思いますn

そして3番目に大切なことは、假の権利の確立 

として大切なのですが、そういった深夜労働に 

「N〇!」と言うこと、時間外•休日労働に対して 

「N0!」と言う権利を、人権として主張したからと 

いって差別されてはならないという、職場におけ 

る原則を確固として確立していくということが課題 

になるのではないかと思います。この点について 

はまた、ディスカッションの中で大きな議論になる 

と思いますので、その場所に譲りたいと思います。 

參総体としての労働条件を変えていくこと

大きな2番目として、こういった個としての権利、 

命と健康,生活のための権利というものを確認し 

ながら職場の中に打ち立てていくことと同時に、 

私たちが、男性の包括無定量な働き方も含めて、 

どのようにして総体として職場の労働条件を変え 

ていけるのかという問題です。この問題(こついて 

は、36協定の上限規制が男女共通になった、こ 

れをどのように活かすのか、まあ、そのレベルで 

活かすという話では話になりません。率直なこと 

を言って、政府が労働時間短縮目標としていた 

1,800時間を職場の中で実現していくためには, 

いままでの女性の水準を男性に適用して及(ぎし 

ていくという以外に方法はないのです。

そのことを、現実には無理だ、そして残業が恒 

常的な生経費の一部に組み入れられているから、 

そんなことは組合員の中では議論にはなり得ない. 

こんなことで、この男女共通規制の本来的な意味 

というものが流されていくとすれば、そのようなこ 

とを議論する労働組合は、労働組合ではないと思 

います。

労働時間短縮に向けて、いままでの女性の規 

制を自分たちにも適用させるためにどのような努 

力をしているのか、これは今後の労働組合の鼎 

の軽重を問われるところだというふうに思うのです。 

そういう発想をする人たちに一番欠落しているこ 

とは、性別役割分業を土台にして成り立ってきた 

この企業中心社会が、男性たちをも働き方という 

側面で大きく差別をしてきた、男性たちがその中で 

大きな人権侵害にあわされてきた。それを改善さ 

せていくためには、男性たちは「女性並み」を主張 

する以外にないのだということ、そして男女平等と 

いうのは本来的に見れば、そういった主張が男
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丸本百合子(まるもとゆりこ)

産婦人科医東京•同愛記念病院に勤務

医師の仕事の他、「からだと注の法律をつくる女の会」などの市民運 

動にも参加

主な著書

項年期を生き生きと(時事通信社),「からだを語ろ卜女力6女へ」 

擴済堂出版)、「女性労働一9K女性の障康対衝(労働基糊査会)‘ 

「生む生まないを悩むとき〜母性保護法時代のいのち■からだ」(共 

著•岩波プックレット),「私らしさで、生む生まない」(共著•農文協)

性たちからなされて初めて実現できるのだというこ 

とについての理解の欠如ではないかと思います。 

そういった視点で職場を変えるということは、い 

ろいろなところで私はお言舌をしておりまして、とても 

難しい、壁が大きいということを言われます。しか 

し壁が大きいということにたじろいでいて、私たち 

は果たして21世紀に未来をつなぐことができるの 

かと言えば、N0!だと言わざるを得ません。こう 

いう改革を行っていくために、女性たちが労使関 

係の中で大きな力をつけていくためには何が必 

要なのかということを、本当に議論していく必要が 

ありそうです。

4月1日から男女雇用機会均等法と労働基準 

法が改正されて適用されるようになりました。それ 

にあわせて、女性たちが労使関係の中で、例え 

ば36協定を締結していくのに本当に大きな力を 

握れるようになるのか、あるいは処遇を改善させ 

るために女性たちが労働組合をリードするような 

力を持てるのか、これも大きく問われてきている 

のだということを申しあげまして,私の問題提起に 

代えさせていただきます。

男女ともに健康に働くために 

必要な保障の実現を

丸本百合子

「女性のからだJの観点から女の働き方につい 

ての問題を提起したいと思います。

私たちは、先ほどの中野先生のお話にもあり 

ましたように、「保護と平等」というジレンマの中で 

ずうっと悩んできました。「女の身侔の保護」を要 

求すれば平等が後退するということで、女性の運 

動はいつも、その2つの狭間で問題を抱えてきま 

した。私は、これを解消するには、「男にも保護を」 

ということを言っていかなければならないという結 

論に達したわけです。

今回の男女雇用機会均等法と労働基準法の 

改定というのは、妊産婦を除く女性の特有の俣護 

を廃止して、平等をより一層推し進めようというも 

のでした。この改定が行われた後、女性のからだ, 

女性の健康はどうなるのか、そういうことについ 

ていろいろ心配する声があがっています。けれ 

ども、これは働く私たち一人ひとりが考えていかな 

ければならないことで、改定された労働関傜法の 

中で、健康に働く権利というものを私たちがどれ 

だけ主張していけるかということに、これから、か 

かっているのではないかと思うのです。

離男女ともに健康に働くために必要な保障

健康というものは、そもそも女性だけに必要な 

ものではありません。男女ともに健康というもの 

は必要なんです。ところが,これまでの労働組合 

運動の中では、やはり男性の労働組合員は、自 

分が健康に働く権利の主張というのは、あまりし 

てこなかったのではないかと思うのです。女性の 

場合は、月経の現象を抱えていますし、それから 

妊娠■出産の機能を抱えています。女性特有の 

いろいろな身体の問題があります。だから、男性

安全センター情報1999年6月号7
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と比べると、健康について考えるチャンスが大き 

かったんですね。

私も、労働組台のいろいろな講演会や学習会 

に呼ばれますと、健康に関して話を聞きに来るの 

はみんな女性たちなんですよね。まあ.女性部が 

主催してやることが多いので。男性の方たちも、 

たまにいらっしゃるんですけれども、その方たちも、 

やっぱり男も身体のことを考えなければいけない 

なとおっしゃるんです。でも、ほとんどの男性組合 

員というのは、身体について無頓着です。最近よ 

うやぐ過労死とか,うつ病による自殺ということ 

が労働災害のひとつなのだということが認識され 

るようになってきましたけれども、まだまだ、やは 

り過労死にいたる前tこ身体をもう少し大事にしよ 

うという気構えは薄いのではないかと思っていま 

す。

男女ともに健康に働くために必要な保障として、 

私はやはり、健康の保持のためのいろいろな休 

暇というものが必要ではないかと思っています。 

いまは、病気になったときの通院に必要な休暇は 

有給休暇を利用しています。でも、その有給休暇 

もまわりの人たちの顔色を伺いながらやっととれ 

る、軽い風邪なんかではやすんではいられない、 

というような現状にあります。

それから、時間外労働や深夜労働、これは深 

夜業の女性への規制が廃止されたということで、 

やらなけれtずならないと思っている人たちがいま 

すけれども、身体に負担がかかる深夜業や時間 

外労働というのは、やっぱり断ることができる。し 

かもそれは、女性だけではなく男性も断ってもい 

いんだということを言っていかなければならない。 

女性だけがということになるとやっぱり、これは平 

等の後退ということに逆戻りしかねないので、男 

性たちももっと自分たちの身体のことを考えれば、 

深夜業の回数というのはある程度制限していくよ 

うに考えなければいけません。

もうひとっは,職場環境や労働時間などの条件 

の向上があります。問題は労働時間だけではな 

いのですね。やっぱり、作業密度とかそういうもの 

が、いま非常に負担fcなってきていると思います。 

週休2日制が採用されてから、労働時間そのもの 

はある程度短縮される方向になってきています。 

日本人の平均労働時間は、年間2,000時間を超 

えていて,これは数字ではっきり出てしまうので, 

世界の中で非常(こ評判が悪いと、だから何とか 

短縮しようとして、休日を増やしたり、ゴールデン 

ウイークやお盆のときにまとめて休暇をとらせる 

企業も増えてきました。

見せかけ上、労働時間は減っているかもしれ 

ません。だけれども、数字にあがってこない労働 

時間はあいかわらず沢山ありますし、それから労 

働時間が短縮されても、労働の内容が過密になっ 

てきているわけですよね。労働密度が過重になっ 

てきているわけです。だから、時間が短縮された 

分,労働量は減っていませんから過重になって 

きて,むしろ労働者の健康に対する負担は増え 

るばかりなんですね。しかも,急な休みが取りに 

くい。身体というのは予定された休日に病気にな 

るわけではありません。急に病気になったとき、 

急に具合が悪くなったときに、急な予期せぬ休暇 

というものが非常に取りにくい状態になってきて 

います。

だから,見せかけの労働時間だけが短縮され 

て、それで健康が守られるようになったかというと、 

必ずしもそういうわけではないわけですね。ただ、 

身体には個人差があります。確かにどんなに無 

理な働き方をしても健康な方はいます。20代の働 

き盛りの男性の中には、深夜労働でも何でも平気、 

という方もいます。でも、そういう人が基準になっ 

て、労働条件が決められるわけではありません。 

女性と男性の身体の差というのもあります。そ 

れ以上に,年齢による差というのもありますDそ 

れから個人差もあります。40代、50代になれば、 

成人病とか、そういうものを抱えて働かなければ 

ならない。つまり,病気といっしょに働かなければ 

ならない人たちも増えてきます。そういう個人の身 

体の格差を、労働現場の中でどう保障していくか 

ということは,これからの課題だろうと思いますa 

いままでは、身体の丈夫な人と、弱い人が、足 

の引っ張り合いをしていたと思います。女の中で 

も、妊娠する人としない人が足の弓|っ張り合いを 

したり、あの人が病気で休むと私が大変になると 
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言って足の引っ張り合いをしたり、そういうことが 

多かったんですね。でも、妊娠する人もしない人 

も、病気のある人もない人も、いずれ人間の身 

体というものはいろんなところに故障が出てくるわ 

けですから,そこをどうやってお互いに保障し合 

うかということを、職場内できちんとカバーしてい 

くということが必要ではないかと思います。 

參女性の健康に特有のことがら

私は、健康に関しては男も女もないと思ってい 

ますけれども、その上でやっぱり、女性は男性に 

ない身体の特徴を持っているわけなんです。この 

男性にない女性の特徴については別個に保障 

されるべきだと思っています。女性特有の保障と 

いうと妊娠•出産のことになってしまうのだけれど 

も、これだけではないんですね。

今回の均等法の改正の中で、妊産婦の権利が 

ずいぶん保障されたということは、これは一歩前進 

で、十分評価すべきことなんですけれども、妊産婦 

だけが保障されればそれでいいということではない 

んですね。それでは,妊娠していない人は男と同じ 

かというと、そんなわけではない。妊娠していなくて 

も、男と女には身体の違いはあるわけです。

どういうことかと言いますと、月経■排卵という機 

能を抱えています。それで,月経痛の非常にひど 

い人もいます。月経の前に、PMSといって体調 

を崩す方もいます。これは病気ではありませんが、 

女性は月経の周期にともなって、いろいろな身体 

につらい症状を持つことがあります。また、女性 

が定年まで働き続けようと思えば、途中に更年期 

という時期を迎えねばなりません。こういった、月 

経や更年期というものは病気ではないということ 

で軽んじられてきましたけれども、女性の身体とい 

うのは病気じゃなぐTも、身体のつらい時期という 

のはたくさんあります。

その身体のつらい時期に関して、病気じゃない 

から男と同じように働けるだろうとか、痛いだの苦 

しいだのと言うのはわがままだということではなく 

て、やっ■ぱり、自分たちが自分のつらいところに 

関して、これつらいと言えるということがこれから 

大事なことなんですよね。

こういった月経や更年期の問題というのは個人 

差が非常に大きいので,つらい人たちはこれま 

で我慢してきてしまったわけです。でも,これも仕 

事が楽なときは身体もそんなにひどくはないのだ 

けれども、仕事が過密fcなったときの月経はすご 

く痛みが強いとか、仕事の波にどうしても左右され 

るということがあるんですよね。ですから、こういっ 

た月経にまつわる症状とか、更年期にまつわる 

症状が,重くならないような働き方とはどういうも 

のなのかを、個々に考えていかなければならない 

と思います。

®家族的貴任のための保障

それからつぎに,家族的責任のための保証と 

いうのが今回,育児休業法が改正されて、介護 

の問題も入るようになってきました。育児責任とい 

うのは、従来、女だけが負っていたわけなんです 

けれども、育児も介護も、男も女も責任を負うベ 

きだという観点が盛り込まれたということは、これ 

は前進だと思います。

ただ、まだ現実的には、育児や介護は女の仕 

事という考え方がとても多くて、育児休業も男性の 

取得は非常にめずらしいというのが現状です。こ 

れではやっぱり平等fcならないので、せっかく法 

的に保障されているわけですから、育児も介護 

も、男と女で半分ずつ、ということにならなければ、 

女性の働き過ぎは解消されないと思います。

女性はこれまで、職場で働く以外に、家庭に帰っ 

ても育児の負担、介護の負担というものを負って 

いたわけです。だから、女はたいへんなのだから 

仕事を減らしてくれというのではなくて、この育児 

や介護というのも、男性とフィフティ•フィフティに 

やる。いままでの男の人たちは働き方があまりに 

も過密だったために、育児にも関われなかったわ 

けですよね。男性の働き方も、育児に関われる 

程度に抑えて,そして家事■育児を男と女で担って 

いくということでなければ,平等は達成されないん 

ですね。

•仕事とからだの関係を観察する

こういった問題を解消するためには、やはり、
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自分たちも自分の身体をきちんと観察しておいて 

ほしいと思うんです。私のところには、産婦人科 

ですから、月経が来ないとか、生理痛がひどくなっ 

たとか、そういうことで婦人科に来る若い人たちが 

とっても多いんです。だけど,ほとんどの人が、仕 

事との関係があるっていうことを全然認識してい 

ないんですよね。それで私の方から、そういう状 

態になったころ、なにか職場が変わったとか、勤 

務がたいへんだったとか、職場のストレスがある 

なんてことはなかったですかと聞くと、やっと、ああ 

そういえば、こういうことがありましたとか気がつ 

くわけですね。

生理痛に関してもそうです。ひどい人とそうでな 

い人の個人差はもちろんありますが、その中でも 

やっぱり、仕事が忙しくなったときにはひどくなっ 

ているんですよね。それを、仕事のせいだと気が 

ついていないんです。はっきり言えば,これは医 

者が解決できる問題ではないんです。たかだか対 

症療法的にお薬を出す程度のことで、やっぱり自 

分の身体の問題として解決しないと,月経のトラ 

ブルにしても解決できないんですよね。

女性の場合,これまでは、あんまりひどければ 

仕事を辞めちゃうという方法で解決してきた人が 

とっても多いんですよ。もう生理痛がひどぐr我慢 

できないっていう人は、誰にも理解されないで、一 

人で悩んで、仕事辞めてしまう、そういう人がけっ 

こう多かったんですね。生理痛ぐらいで贅沢だと 

言われ、まあ女性の中でも生理痛が全然ないよ 

うな人もいますからね,そういう人は女性からも 

理解されていないわけなんですね。

それで、自分の身体がこんなだからいけないん 

だ、自分が悪いんだと、逆に自分を責めてしまう 

んですね。そうじゃないんですね。やっばり、自分 

を責めるというのは日本人の悪い癖で、男性でも 

こういう傾向はあります■■心臓の病気とか,血圧 

が高いとか、そういうことになってしまうと,自分の 

体が悪いんだと自分を責めて、あたかも病気なん 

かないんだと働きすぎて,男性の塌合は過労死 

してしまうんですね。

女性の場合は、妻子を養っているわけではな 

いので、身体をこわすぐらいなら仕事を辞めよう 

という選択をしてしまうわけだけれども、辞めてし 

まったのでは何の解決にもなりません。だから、 

こういう身体の信号というものを、自分できちんと 

チェックしていることが大事なんです。

®宰先して身体の問題を出していく

深夜業が解禁になったからといっても、自分の 

健康に悪いということになれば、労働安全衛生法 

とか労働安全規則の中で、そういった深夜業を少 

なくするとか、労働時間を短縮するという配慮は 

できることにはなっているんです。これも、医師の 

診断書とかなんだとややっこしい手続をしろ言わ 

れると思いますが、それを認めさせるにはきちん 

と記録をとることなんです。

例えば、残業時間とか、深夜業の時間とか、仕 

事の過密さとか,仕事の内容と自分のいろんな症 

状をきちんとチェックをして、きちんとした記録をとっ 

ておくことなんです。漠然とした訴えでは、たぶん 

認められないと思います。きちんとした記録があ 

れば、どういうときに自分の身体はこういうふうに 

なってきた、どういう働き方をしてから月経が例え 

ばなくなってしまったとか、月経痛が強ぐなってしまっ 

たとか、客観的な記録をきちんと作ることが大事 

なんですね。

もし,同じような悩みを持っている人がいれば、 

組合の中でそれをきちんと出し合っていくことです 

ね。一人では難しくても、組合員で同じ悩みを抱え 

ている人どうし出し合っていくことが大事です。と 

かく、月経のことや更年期のことは恥ずかしいこ 

とだと言って語られなかった傾向があります。

労働組合の中でも、ちょっと前までは、更年期 

の講演会なんていうと、自分が更年期だというこ 

とがわかると恥ずかしいからそんな講演会出られ 

ないわ、という人がいたそうですけれども、最近で 

はこういうことは恥ずかしいことではありませんD 

例えば、頭が痛かったら休みたい、風邪をひいた 

ら休養をとりたい、そういうことと同じこととして考え 

ていいんだっていう気運が、だんだん女たちの中 

にも広がってきているわけですよ。

いま、生理休暇というものは、法律ではあって 

も、なきに等しいものになってしまっています。生 
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理休暇の廃止論というのも、ここのところ何回か出 

てきています。事実上、あっても取れない。だから、 

なくたっていいんじゃないか、と思っている人もい 

ます。でも私は,生理休暇というものは、まだ日本 

ではこれだけ労働者の権利が守られていないの 

だから必要なのではないかと思っています。

本来、具合が悪いときに素直に休業が認めら 

れれば、これは男性にも女性にも健康休暇みた 

いなものが認められていれば、わざわざ生理休 

暇なんて特別なものは必要ないと思いますが、少 

なくともいまみたいに、女性ばかりではなくて男性 

の働き方も過酷な中で、いきなり欧米並みに廃止 

してしまうというのは、本当に時期尚早ではないか 

と思っています。ですから、現にあるものは,つ 

らいときには取らなければならない。そうでなけれ 

ば、権利としてなぐなっていってしまうのではないか 

と思うのです。

女性が自分の体調を主張して、身体を壊さない

ような働き方を主張できるような職場というのは、 

男性の健康にとっても悪いわけがないわけです。 

だから、女性たちが率先して身体の問題を出して 

いくこどで,男性だって過労死を防ぐことができる 

だろうし、成人病の悪化を予防することもできるわ 

けですから、女性の身体の問題をおし進めてい 

くことによって、すべての人が働きやすい職場と 

いうものを作っていくことが大切だろうと思います。

以上が私の問題提起ですが、あとは言い足り 

なかった分もトークの中で深めていきたいと思っ 

ています。

*冒頭に紹介したように,トークセッション、

ディスカッション、現場からの報告、資料等を収 

録した報告書を安全センター情報の増刊号とし 

て、近日、発行する予定です(予価1,000円)D 
どうぞ、お楽しみにしてください。

全国労働安全衛生センター^絡会議(略称:全国安全センター)は、 

各地の地域安全(労災職業病)センターを母体とした、働く者の安全と 

健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されま

した。

①最新情報纖の月刊誌「安全tンター情報」 

を発行しているほか、②労災認定.補償問題等々 

での相談、③「労働安全衛生学校」の開催や講 

師の派遣など学習会•トレーニングへの協力、④ 

働く者の立場で調査•研究•政策提言、⑤世界の 

労働安全衛生団体との交流などさまざまな取り組

teン
みを行っています。

「安全センター情報」は、運動•行政•研究等各分野の最新情報の提 

供、動向の解説、問題提起や全国各地‘世界各国の状況など、他で 

は得られない情報を満載しています。

•購読会費：1部年額10,000円(複数割引あり) 

參見本誌を請求してさい。

—JOSHRC
全国労働安全衛生センター連絡会議

T136-0771東京都江東区亀戸7-10-1Zビノ15階 
TEL(03)3636-3882 FAX(03)3636-3881 
HOMEPAGE : http:ガjca.apc.org/joshrc/
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能势町のタイオキシン汚染問題

画
能勢町のダfオキシン汚染問題の経過と

焼却炉労働者と周辺住民の健康

被害についての蹴り組み

八木修
能勢郡ダイオキシン公害調停をすすめる会

これまでの経過

1988年4月か滿働している、能勢町と豊能町 

のごみを処理する一部事務組合、豊能郡環境施 

設組合「豊能郡環境美化センター」(以下「施設組 

合」という、また焼却施設は「美化センター」という) 

から高濃度のダイオキシンを排出した結果を厚生 

省に報告せず、大規模な改修工事を始めようと 

した矢先にマスコ

ミに報道され' 能

勢町のダイオキ

シン汚染問題が

発覚しました。

施設組合の焼

却炉は53トン/

日(26.5t/16hX
2系列)の処理能

力を持つ、三井

造船が建設した

流動床.炉頂型.

電気集じん機•

湿式洗煙塔の開

放型冷却装置の

焼却施設です。

運転管理は三井

造船の100%子

会社三造環境エンジニアリングが行っていました。 

厚生省が1996年7月にダイオキシン排出濃度 

の測定を全国の一般廃棄物処理場に通達を出 

しますが、その結果全国ワースト1は、兵庫県宍 

粟郡の処理場で990ナノグラム/m3で,三井造船 

の焼却炉でした。そこで三井造船の焼却施設納 

入一覧を入手し、時系列に並べダイオキシン排 

出濃度を比べてみると(表1)特異に高いデータが 

5施設並んでしまい、これはおかしいぞと各自治

表1三井造船納入実績および厚生省発表ダイオキシン濃度

注)規模(T/H)のTはトンは時間です

事業主体名 規模(瓣 完成年月 ダイオキシン濃度

石川県七尾鹿島広域事務組合 80/16 1983年3月 43ナノグラム

埼玉県入間市清掃事業所 120/24 1985年3月 27
長野県白馬小谷衛生組合 30/16 1985年3月 22
奈良県大和郡山市清掃センター 180/24 1985年11月 68
大阪府岬町美化センター 50/16 1986年3月 15
千葉県鎌ヶ谷市クリーンセンター 70/16 1986年3月 4.60

•大阪府豊能郡環境施設組合 53/16 1988年3月 180
©岩手県遠野地区厚生施設組合 40/16 1988年3月 100
•兵庫県宍粟郡広域行政事務組合 70/16 1989年12月 990
•大分県 日田玖珠広域事務組合 90/16 19卯年3月. 240
d新潟県三島郡清掃センター組合 60/16 1991年3月 290
福岡県大川市清掃センター 90/16 1992年8月 14
栃木県塩原町クリーンセンター 40/16 1993年7月 2.2
岐阜県益田広域事務組合 60/16 1993年8月 1.67
島根県安来市能義郡衛生組合 52/16 1994年7月 2.20
滋賀県 甲賀郡行政組合 150/16 1995年3月 0.3
埼玉県入間市クリーンセンター 150/16 1996年3月 0.2
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図1豊能郡美化センターの構造とダイオキシン濃度 開放型冷水塔
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体にパンフレットを請求しました。

その結果、美化センターからの5施設はそれ以 

前と構造が違っていました。施設組合以前は焼却 

炉とガス冷却室が別の所にある別置型なのに対 

し、美化センターから5施設は焼却炉とガス冷却 

室が一体(炉頂型)になっていています。(福岡- 

大川市も炉頂型ですが電気集じん機ではなくバ 

グフィルターなので同機種としませんでした)また、 

5施設以後からは集じん機を高性能にしたり以前 

の別置型に変更しています。

炉頂型は施設がコンパクトにできるということ 

ですが、焼却炉の真上で水をかけて排ガスを冷 

やすものですから燃焼管理がむずかしぐ不完全 

燃焼しやすい焼却炉といえます。CO濃度とダイ 

オキシンの発生には相関関係があり(図3美化 

センターは通常 約1,〇OOppm)、そのことは三井 

造船が一番知っていて、ダイオキシン濃度測定 

の時には三井造船がアルバイトを雇いごみの中 

から塩ビ等を分別し、その上ごみ量を減らして灯 

油を助燃させていました(表21997.5.2の測定日

の運転状況•このときの濃度は150ナノグラム/n?. 
CO 濃度 78ppm)。

行政もダイオキシンが高濃度で発生することを 

知りながら,三井造船と共謀して偽装工作を容認 

してきました。情報隠しの実態がばれるのを恐れ 

改修工事を急ぐ行政は、住民の不安を払拭させ 

たいと二度(1997.11と1998.4)にわたる土嬢•水 

質•農作物など環境調査を行うのですが、結果は 

すごい数値ばかりで.1998年7月には厚生省が 

抜き打ちで調査に乗り出しました。

欠陥炉が明らかに

厚生省の調査結果で、ほぼ原因が究明されて 

きました。(図1)あまりにもすごい数値で驚くばか 

りですが、原因は炉頂型のガス冷却室のため800 
度以上で安定燃焼できず不完全燃焼しやすい焼 

却炉で、排ガスを十分冷却することができないた 

め、電気集じん機ではダイオキシンが再発生しや 

すい温度帯(32〇〜330度で運転•図2參照)で運

環
境
中
へ
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能势町のタイオキシン汚染問題

平均使

中央值番

番

(MO IG-SO 20-3G 3040 40-50 50-60 60*70 70-60 0>9〇 93-I0Q 100- 20〇- 30〇- 
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燃焼濃度CC)

図3煙突出口における排ガス中のCO濃度とダイオキシン類濃 
度の関係

tne-TEQ/Nm3)

図2燃焼温度とダイオキシン類濃度の関係 

(ng-TEQ/Nm3)

転しなければならず、排ガスは高 

濃度のダイオキシン煤じんといっ 

しょに排出されていました。この 

行程までは,ダイオキシン濃度 

ワースト1の兵庫県宍粟郡の焼 

却炉と同じ行程ですが、美化セ 

ンターの場合は、そのまま煙突 

から放出されただけでなく、大気 

汚染防止のため取り付けた湿式 

洗煙塔の処理水(ダイオキシン 

を大量に含む)が再度ガス冷却 

室に循環され使用されたため、 

ダイオキシンが高濃度に濃縮さ 

れました。また、完全クローズド 

排水システムといいながら湿式 

洗煙塔の冷却塔(施設屋上に設 

置)が開放型で、汚染された水が 

水蒸気(ミスト)となり施設周辺に 

排出され、汚染したと厚生省はま 

とめています。

私たちは、1988年に約11億円で建設した焼却 

施設が10年も経たず約15億円で改修するのは 

おかしい、欠陥炉ではないかと、監査請求 

¢1997.11)による工事費用の予算執行差し止め 

訴訟などに取り組んできました。しかし、1997年12 
月の調査結果が1998年4月に公表され、高濃度 

汚染が明らかになってからは、住民が学習会な 

表21997年5月2日の測定時の運転状況

どかさね7月に、公害紛争処理法に基づく公害調 

停に取り組むことになりました。真相究明に対す 

る行政•企業の対応の鈍さに、問題解決の要求 

をひとつにまとめる運動の必要性から選択した手 

法で、裁判という手法で過去の責任を追求し白黒 

をつけるのではなぐこれから先に起こる問題の 

解決のため、当事者が同じテーブルについて話 

し合い7^できるという選択をしました。

1998年9月10日、施 

設組合、両町、三井造 

船、三造環境エンジニア 

リングを相手取り、また9 
月21日の厚生省の調査 

結果を受け、12月4日に 

は大阪府と厚生省も被申 

請人に2次申請をおこな 

い、申請人総数1,113人 

で調停が進められていま 

す。申請の主旨は焼却

住民の取り組み

棚(月)

15：00

4/29 (Jk) 4/30 冰)

通常運転
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炉の撒去(後に方針変更•当初は改修工事の中 

止)、汚染•健康被害の調査.汚染土壌の撒去、 

情報の開示、被害補償のほか、ごみ減量化対策 

や住民参加の「ごみ行政検討委員会」の設置を 

盛り込み、施設周辺の住民だけでなく両町の住民 

すべてを対拳に運動を展開してきました。

これまで9固の調停がもたれましたが,なかな 

か議論が嚙み合いませんが、これまで一貫して 

法的責任はないと言ってきた三井造船側が.調 

停の席で一定の費用負担を行うと表明してきまし 

た。しかし、施設組合や両町はいまだ情報開示を 

渋り、自らの責任問題を棚に上げいつの間にか 

:to害者から被害者になり替わり、三井側に責任 

追求をし始めるお粗末さです。

住民が立ち上がり約1年が経過しますが,国も 

対応も早く次々に予算を付けて対策を講じてきて 

います。しかし、住民との話し合いもなく一方的に 

充分とはいえない対策を講じるため、私たちの運 

動の成果なのかどうかわからなくなってきたところ 

もあります。現在公害調停の中間総括を行い新 

たな到達目標を再構築するために準備にかかっ 

ています。

ダ！オキシンと健康被害

前号で報告されていますが、厚生省が1998年 

9月21日に施設内のダイオキシンの高濃度汚染 

が明らかになると同時に、労働省はその当日に 

焼却施設の労働者(退職者も含む)の健康調査 

をすると発表しています。あまりの対応の早さに 

驚きましたが、10日後には血液検査を含む調査 

に入りました。その結果が前号で報告されていま 

すので省略します。また大阪府もあわてて周辺住 

民(約500m以内)や近隣の大阪府立能勢高校 

の生徒•職員(卒業生•退職者などを含む)の健康 

調査を行いますが、労働省が清掃車の運転手も 

含む全員に対しダイオキシンの血液検査を実施 

したのに、大阪府は対象者が1,000名を超えるに 

もかかわらず、血液検査は約40名ほどで、後は 

簡単な健康調査ですましています。住民の健康 

不安を払拭するには不十分で、汚染中心部で働

表3竹岡夫妻の血液分析結果

ダイオキシン類毒性等価接算量(pgTEQ/g,脂肪ベース)

PCDDs PCDFs Total (PCDDs+PCDFs)

夫 54.9 202 257
妻 7.80 8.02 15.8

いていた労働者と同列に継続的な健康調査が求

められます。

ダfオキシン労災機構を設立

公害調停に積極的に参加じCきた元従業員の 

おふたりが、1999年3月26日にダイオキシンに 

よる職業病の労災申請を大阪•淀川労働基準監 

督署に行いました。摂南大学の宮田秀明教授の 

協力も得、お二人の奥さんも含め血液検査をお 

願いしました。結果は、焼却埸由来のダイオキシ 

ン曝露が明らか(表3)になり、労災申請に踏み切

ることになりました。

今後は労働省の調査でもおふたりより高暴露 

の方も複数います。労働省のまとめでは、免疫反 

応の一部の低下傾向は指摘したものの、健康被 

害については明らかに関連する疾病等は認めら 

れないとしていますn高濃度のダイオキシンが労 

働者の血中から検出されていても、発症につい 

ての因果関係の証明は困難なところがあると考 

えられますが、だからといって労働者がただ指を 

くわえて明確な発症を待つというのも不合理です。

高濃度のダイオキシンの曝露蓄積自体を損害と 

とらえて訴訟も検討しています。

能勢の問題を契機に全国的に取り組もうと、弁 

護士や科学者.労働者、住民が結集してダイオ 

キシン労災機構も設立されました。また、今国会

にはダイオキシン削減の法律が議員立法ででき 

るようですが、この中に抜けているのは被害救済

です。これからの予防対策ではなくダイオキシン

汚染は現在進行形です。今後は全国労働安全衛 

生センター連絡会議にもご協力お願いし、ダイオ

キシン健康被害についての対策の確立を

めざさなければならないと考えます。
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提：一職場の循環器疾患とその対策(1998年版)

攪雪一職壩0循環器疾患とその対策 

«199容年蹶»

日本産業衛生学会循環器疾患の作業関連要因検討委員会

はじめに

1995年2月の報告書「職場の循環器疾患とそ 

の対策_!(1995年7月号22頁に提言等を収録)は、 

国内外の400以上の論文、報告書や独自調査を 

もとに、5章に分けて、循環器疾患の労働関連性 

を明らかにするとともに、職場の具体的な予防活 

動や労災認定の現状を述べた。また、第6章では、 

職場での循環器疾患の予防対策を提言した。 

この報告書では、多くの文献•資料をもとに、循 

環器疾患の労働関連性について、

1. 寒冷、暑熱、騒音などの物理的環境と血圧 

変動の関連、

2. 慢性二硫化炭素中毒症とじての脳血管障害 

や虚血性心疾患、ニトログリコールなど脂肪族 

ニトロ化合物による冠血管収縮、一酸化炭素 

ばく露の心機能への影響,また、三硫化アンチ 

モン,コバルトなど金属•化学物質と循環器疾 

患の関連,

3. 動的筋労作による血圧上昇、不自然な姿勢 

の持続などによる静的筋労作での血圧変動、 

また、重筋労作者の脳血管疾患、座作業者と 

心疾患の関連、

4. 運転労働と循環器疾患の関連、とくにバス、 

タクシー、トラックなど路面交通労働者の循環 

器疾患の多発、

5. 夜勤•交替勤務と循環器疾患の関連、

6. 心理社会ストレス、精神的ストレスと虚血性 

心疾患、不整脈、突然死の関連、.

7.長時間労働と過大な職務ストレスが複合要

因となった過労死の存在、

などを示した。

また、近年のわが国の労働者の職場状況では、

1. 長時間労働は、帰宅時間の遅れだけでなぐ 

喫煙本数,飲酒量を増加させ、ワーカ•ホリック 

とも共存していること、石油ショック期には、管 

理職、とくに中小企業の管理職層を中心に心 

筋梗塞発症が増加したこと、1980年代以降は 

ノルマ•ストレスに過剰適応することによるいわ 

ゆる「会社人間」,「仕事人間」が生まれるなど、 

長時間労働の弊害が生じていること、

2. 職場の健康管理では、長時間労働、過密労 

働、頻回な夜勤、睡眠•休養不足、長時間通勤 

やその他の職場ストレスなどの労働関連リスク 

からくる蓄積疲労防止尅策を取り入れる必要性 

があること、

3. 循環器疾患の労災申請が増加する一方、業 

務上外の決定の遅延、認定基準の不備と情報 

公開の遅れなど,行政機関の対応からの弊害 

が生じていること,

などの特徴を述べた。

職場の循環器疾患予防の現状と 
この3年間の変化

これまでの職場の循環器疾患の予防活動は、 

労働安全衛生法での定期健康診断、人間ドック 

や成人病健診、その事後管理など、假人の疾病 

管理が中心であった。また、健診の事後指導が 

おこなわれる場合も、高血圧、肥満、高脂血症な 
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ど有所見者対象の運動指導などが多かった。最 

近は、従業員全員を対象にしたフィットネス教室 

や禁煙教育、単身赴任者や海外勤務者対象へ 

の一次予防を重視した活動、運動•禁煙などの体 

験指導による行動変容プログラム,休養•保養の 

動機づけを目的にした滞在型プログラムなどの 

新しい試みが行われている。ただ、欧米での活発 

な労働者援助プログラム(Employee Assistance 
Program)n, ILOが提唱する「職場のストレス予 

防プログラム^、北欧諸国を中心とした健康増進 

を目的とした職場組織形成プログラム、労働組合 

を中心とした自主参加による健康サークル活動 

など、いわゆる参加型の健康づくり活動や評価の 

方法を明確にした取り組みは,わが国ではあまり 

みられない。

一方、職場環境や労働条件改善を通じた予防 

対策も、1990年の労働安全衛生法改正以降、快 

適職場指針では,作業環境改善や分煙対策、疲 

労、ストレス対策が、また、行政機関や労働組合 

からも、労働時間短縮とともに休養や保養を意識 

した対応策が提案されているものの、十分浸透し 

てはいない。また,循環器疾患死亡事故例には、 

健康診断を受診、病状把握がおこなわれていた 

にもかかわらず、業務への配慮が適切に行われ 

ていた事例はなく、虚血性心疾患や脳血管疾患 

の既往のある事例では、長時間労働や深夜勤務、 

重筋労働にやむをえず従事じて再発した者が、と 

くに、中小規模事業所の労働者に多かったことが 

1995年の委員会報告で指摘されている。

循環器疾患の労働関連性に関する最近の研 

究では、1996年9月、Stockholmの国際労働衛 

生学会でのSiegristの基調講演3>が代表的であ 

る。彼は、心血管系疾患の罹患、発症、死亡と作 

業条件や職場環境のリスクファクターを取りあげ、 

座業、夜勤•交替勤務、騒音が伝統的な職業性 

の有害因子としたうえで,職業生活での新しい「中 

毒的」要素としてのdemand-control (or job strain) 
modelと effort-reward imbalance modelを提 

示し、心理社会的ストレスの重要性を強調した。 

また,長時間労働の弊害では、1993年11月、欧 

州連合(EU)が採択したEC時間指令(The EC

Working Time Directive No.93/10)4)への英国 

政府の異議申し立てが、1996年11月に欧州裁 

判所に棄却されたことに端を発した議論が進展し 

ている5)s\この指令では,週48時間以上を超え 

る労働に対する拒否権を労働者に与えること、7 
日の期間ごとに中断されない24時間の休息期間 

プラス11時間の休息権利を労働者に認めたが、 

英国政府は、労働者が受け入れがたい制限であ 

り、イギリス産業の競争力を失わせ、長時間労働 

が労働者の健康や安全にとって有害とする根拠 

も乏しいとの理由で反対していた。Spurgeonらは, 

7>,この論争を機会に、長時間労働と労働者の健 

康障害(精神疾患、循環器疾患、パフォーマンス 

など)に関する文献レビューをおこなっているが、 

最終的な結論として、長時間労働、とくに週50時 

間を超える労働時間と有意な健康影響リスクの関 

連を指摘している。

■一方、1995年2月以降の3年間、わが国での 

労働者の健康保護に関する課題では、いくつか 

の進展がみられた。

1996年1月、中央労働基準審議会労働災害防 

止部会は8>,高齢化を背景に高血圧、虚血性心 

疾患など脳■心臓疾患につながる所見を有する 

労働者が増加、産業構造の変化や技術革新の 

なかで、仕事や職場生活で不安や悩み、ストレス 

を感じる労働者の割合が増加し著しい長時間労 

働等により脳•心臓疾患を発症する「過労死」が 

社会問題になっているなどを指摘し、予防のため 

の労働者の健康確保対策や長時間労働の排除 

等の総合的対策を提言する報告をおこなった。ま 

た、この報告をもとに、同年10月、労働安全衛生 

法が改正され,産業医の専門性の確保とともに、 

労働者の健康保持のための必要な就業上の措置 

等の勧告権が明記された(1996年11月号2頁参 

照)〇また。健診の有所見者について事業者が医 

師から意見聴取することが義務づけられ,労働者 

の保健指導では,医師以外の職種として保健婦等 

の役割が示された。ただ,50人未満の中小規模の 

事業所の労働者の健康管理では,地域産業保健 

センターの役割が強調されたものの、今後の課題 

として残された9> (19%年3月号4頁参照)。
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また、労働省は、循環器疾患の労災補償問題 

で、1995年2月、業務上外認定基準を改訂し(19 
95年4月号2頁参照),翌年1月にも、取り扱う疾 

患名に「不整脈による突然苑等」键加した(1996 
年3月号16頁参照)。その結果、過労死と考えら 

れる循環器疾患の労災認定件数は、1994年度 

の32件から、1995年度76件、1996年度78件と 

倍増した(1998年7月号16頁参照)〇しかし、1995 
年の委員会報告が指摘した「過重負荷Jを1週間 

以内に限定する記述の訂正や審査の公正さを期 

すための情報公開などの提案は、改善されない 

ままになっている。

なお、厚生省の公衆衛生審議会は ' 1996年 

12月、従来の成人病予防を生活習慣に着目した 

疾病対策へと政策転換するため、成人病に替え 

て「生活習慣病」の呼称を用いることを提言した。 

また、中央労働災害防止協会は11\1997年10月、 

「健康診断の項目に関する検討会」報告書で、定 

期健康診断に、脳•心臓疾患等に対応した検査 

項目として、HDLコレステロール、血糖検査 

(HbAlc)、眼底検査を適宜導入し、残業時間(作 

業量等)、喫煙、飲酒を含む生活習慣、ストレス 

状況などの問診を盛り込むことを提案している 

(1998年5月号35頁参照)。
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職場の循環器疾患予防の提言

急速な労働者人口の高齢化は.種々の成人病. 

「生活習慣病」をもつ労働者を増加させる。とくに、 

高血圧や心疾患(虚血性心疾患及び不整脈)、 

耐糖能異常,高脂血症などのリスクを有する労働 

者の場合は、放置することによって、脳血管疾患 

や急性心筋梗塞、心臓性突然死など重篤な障害 

を生じ、また、長時間労働や深夜勤での労働によ 

る心身への負担や心理社会ストレスが関与する 

過労死をもたらす危険も大きいD

ただ、こうした健康障害は決して不可避ではな 

ぐその多くが職場の適切な保健対策によって予 

防可能であり、労使の積極的な参加による健康 

障害を予防するプランの策定と継続的な健康づ 

くりが重要になっている。

労働者の健康づくりは、個別企業の事業として 

だけでなぐわが国のすべての労働者を対象に、 

それぞれの産業や地域の特徴をふまえた国全体 

の事業としてなされることが必要である。とりわけ, 

健康上の問題を有する労働者の割合が高ぐ職 

場環境や労働条件にも問題が多い中小零細規 

模の事業所に対して有効な事業でなければなら 

ない。そのため、保健および健康づくり対策の上 
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で労使の責任と義務を明らかにした法制度の整 

備が求められている。さらに、これらの保健およ 

び健康づくりに専門的知識や技術を提供する産 

業医、産業保健婦、産業看護婦などが積極的役 

割を果たすのはもちろんであり、労働者が日常利 

用する地域の医療機関の担当者も、循環器疾患 

の多くが労働と生活に関連していることを考慮し 

つつ,診療にあたることが求められている。

循環器疾患を中心に、職場の健康づくりの具 

体的対策を以下に提案する。

1.労働条件•労働環境の改善を通じた予防 

対策

職域における健康管理を推進する上で,事業 

主にとって最も重要な責務は、職場の健康上の 

諸問題の実状を把握し、労働者の健康にとって 

有害な要因、さらに予測される健康問題を自らの 

責任において明らかにし,改善計画を立案•実施 

することである。事業主は、当該職場における現 

状分析結果に立脚して、作業環境や作業内容、 

労働時間、労働組織などの労働条件の改善策を 

立案•実施する、さらには改善策の結果の評価 

を行なう必要がある。この有害な要因の評価や 

改善計画の立案•評価は、多面的、かつ総合的 

な視点から実施されるべきであり、安全衛生委員 

会などにおける審議結果や産業医などの保険医 

療スタッフや衛生管理者,安全衛生推進者など専 

門スタッフの意見はもとより、当該作業の管理者 

や従事する労働者の意見が十分反映されること 

が、効果的な改善を推進するために重要である。 

そのため、

1) 健康上の諸問題の現状、有害な要因の評価 

結果、予測される健康問題,立案した労働条件 

改善策などを公表し、広範に意見を求めること、

2) 地域内他企業や同業種企業、あるいは企業 

内他部門での優良実践例に関する資料を収集 

し、当該地域における改善策としての応用の可 

能性を検討すること、

3) 健康上の諸問題の現状把握、有害な要因の 

評価、改善策の立案など健康施策の最初の段 

階から労働者の参画を求めること、

4)産業医、産業保健婦、産業看護婦や衛生管 

理者、安金衛生推進者など企業内の専門スタッ 

フや地域産業俣健センターや産業衛生分野の 

研究を行なっている大学や研究機関、民間の 

産業衛生サービス機関などの企業外専門機関 

の協力を得る体制を整えること、

などが推奨される。

また、職場における有害な要因の評価や改善 

計画の立案■実施•事後評価は,作業環境や作 

業内容、労働時間、労働組織などの労働条件な 

どの環境要因のみならず,就労している労働者 

の健康状態や体力状況などの個体要因も含めて 

行わなければならない。多くの高齢者や、高血圧 

や心疾患(處血性心疾患及び不整脈),耐糖能 

異常、高脂血症などを有する者,さらには脳血管 

障害や急性心筋梗塞の回復者などが当該職場 

にいる場合には、それを考慮した有害な環境の 

評価と対処策が考えられるべきである。ただし、個 

人の健康状態を考慮に入れて有害な要因の現状 

分析や対処策を実施する場合には、労働者個々 

人の健康に関する個人情報を誰にどこまで提供 

するかということを考えることが必要である。個人 

が特定し得る形での健康情報は、関係する保健 

医療スタッフ以外には原則として提示するべきで 

はなぐ労働条件等の改善や労働者の健康を守 

る上で必要な場合にも、あらかじめ本人の同意 

を得た範囲において提示すべきである。

高血圧や心疾患嘘血性心疾患及び不整脈), 

耐糖能異常、高脂血症などを有する者,さらには 

脳血管疾患や急性心筋梗塞の回復者など健康 

状態に問題を有する労働者の就労にあたっては、 

あらかじめ労働要因中の有害な要因と健康問題 

発生の可能性の大きさと重大性、実施し得る対処 

策などについて、本人に十分説明すべきである。 

このような情報提供と説明は、プライバシーの保 

護を考慮し、事業主の責任のもと、保健医療スタッ 

フによってなされるのが妥当である。また、就労制 

限や職場配置転換等に際しては、保健医療スタッ 

フの意見を十分聴取した上で、本人の意向を尊 

重し決定すべきである。

上記のような広義の健康管理活動を推進する
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ことが、労働者の循環器疾患の発症•悪化を防 

止するための最も効果的かつ効率的な方策であ 

る。このような活動が企業規模や業種をとわず、 

あらゆる職場において展開させるには、

1) 労働者の健康にとって有害な作業環境や作 

業内容、労働時間,労働組織などの実態を把 

握•評価し、改善計画を立案•実施する責務が 

使用者にあること,

2) そうした活動を推進するための企業内体制を 

整備•充美すること、

3) 特に中小企業における活動を支援するため 

の企業外組織を整備•充実すること、などに関 

した労働安全衛生法等の整備•充実が求めら 

れること,

が必要である。

長時間の時間外労働や過重な夜間勤務制度. 

過大な職務ストレスなど労働者の健康にとって有 

害で影響が大きい労働条件は、期間あたりの時 

間外労働や深夜勤務の規制などを含む以下のよ 

うな労働基準法、労働安全衛生法などの関連法 

規の整備が求められる。また、もちろん、法改正 

実現までは,行政通達などにより事業主の努力 

を促すことが望まれる。

なお,上記の諸対策を、それぞれの企業や事 

業場で実施する場合は、安全衛生委員会で具体 

的計画を立案し、事業主の責任で実施する。また、 

地域の中小•零細企業の労働者や自営業者など 

を対象に地域で実施する場合は、地域産業保健 

センターとともに、中小零細企業,自営業の諸団 

体や地域の労働組合の代表などを加え,市町村 

の保健計画の一環として計画することが望ましい。 

また、当面、長時間労働を制限するためには、 

以下の対策が望ましい。

1-1.長時間労働の改善及び制限

長時間労働は,社会生活上の不便や苦痛をも 

たらすだけでなぐ労働者の健康にとっても有害 

である。したがって,事業主は、可能な限り、労働 

者が、所定時間内におこなえるよう仕事の計画 

をするべきである。

また、当面の長時間労働の制限では、

1) 月50時間以上の残業、週60時間以上にわ 

たる長時間労働は原則として禁止されることが 

望ましい。

2) 労働時間として記録加ないサービス残業は、 

行政指導や啓蒙活動を通じて、社会的になくし 

ていくコンセンサスが確立されるよう努力すべ 

きである。

3) 長時間労働が常態で、運転による緊張が大 

きいバス、ハイ•タク、長距離トラックなど路面 

交通労働者の時間外労働は禁止することが望 

ましい。

4) 救急,警察、保安など、緊急時の危険業務 

に従事する労働者が、やむを得ない理由で時 

間外労働に従事した場合は、必ず、代替え休 

日や時間を保証することが望ましい。

5) 所定休Bに労働を行う場合は、必ず代休を 

保証し、休日の買い上げ行為を禁止すべきで 

ある。

1-2.夜間労働の改善及び制限

交代制、非交代制を問わず、夜間労働もまた、 

労働者の健康にとって有害で、社会生活上の不 

便と苦痛をともなう。したがって、夜間労働のある 

職場の事業主は、可能な限り、夜間労働を昼間 

労働に転換する努力をするとともに,労働者と当 

該労働の管理者には、夜間労働を必要とする理 

由や健康保護策の内容を十分説明しておくことが 

望ましい。

なお、夜間、とくに深夜時間帯(22時以降、翌朝 

6時までの時間帯)の勤務がある事業場では、以 

下のような改善及び制限をはかることが望ましい。

1) 夜勤交代制をとる事業所,または深夜時間 

帯の勤務のある事業場は、職場に疲労回復や 

休養を目的とした施設を必ず設けること、また、 

夜間10時間以上の拘束勤務がある場合は2 
時間以上の仮眠時間を保証すること、

2) 夜間労働を常態とする夜勤専従者において 

は、3交代夜勤者などに比べて健康への悪影 

響はより大きいことから,こうした就労形態は避 

けること、

3) 夜間労働(徹夜勤務)に引き続く日勤の就労
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は、夜間労働を常態どTる夜勤専従者の場合 

はもちろん、交代制勤務者における夜勤明け 

日の場合も禁止すること、

4) 連続する深夜勤務は3夜を限度とすること、 

また、連続滅を超える深夜勤務のある場合は、 

労働者の健康と安金のため、個別の夜勤制限 

をおこなうための労使協議の場をもつこと,さ 

らに、連続する深夜勤務が5夜を超える就労は 

原則的に禁止すること、

5) 安全性が問題となる作業では、夜勤時の一 

人勤務は避け、複数勤務とすること、

6) 産業医が健康上のリスクが高いと判断した労 

働者に対して、保健医療スタッフは、労働要因 

中の有害な要因と健康障害発生の可能性、実 

施し得る対策などの十分な説明を行うべきであ 

る。また、事業主は、産業医や主治医に射し、 

該当労働者本人のプライバシーに配慮しつつ、 

夜間労働(徹夜勤務)、連続の深夜勤務、一人 

勤務などについての制限等の対処策について 

意見を求めるべきである。

1-3.仕事のストレス緩和対策

労働者の参加、作業の自律性、及び事業計画• 

作業遂行の弾力性を重視した仕事のストレス緩 

和对策が考慮されるべきである。そのため、以下 

の対策が望まれる。

1) 生産や販売計画の策定では、当該労働者の 

意見が反映されるよう配慮することが望ましい。

2) 生産や販売計画の実施では、仕事要求の大 

きさに対応した、職場の支援体制(サポート機 

能)に配慮する。また,一部の労働者に負担が 

過大に偏ったり、仕事の役割や境界が不明確 

にならないよう配慮することが望ましい。

3) 労働時間の弾力化を進める際には、健康づ 

くりや仕事の満足感を高めることに配慮すべき 

である。

4) 単身赴任や海外出張などの勤務、昇進•昇 

格などにより仕事の責任が拡大する勤務、業 

務内容の変更などで業務範囲が拡大、急増す 

る勤務、出張割舍が高い業務に従事する労働 

者に対しては、健康保持やストレス対処を支援

するための情報提供や研修機会などをあらか 

じめ準備しておくことが望ましいD

5)本人、家族、同僚、友人を問わず、仕事や生 

活上の困難、健康上の不安がある場合、事業 

主は,迅速に射応できる相談体制を整えること 

が望ましいDまた、これらの相談体制では,企 

業内だけでなく、地域産業保健センターや医療 

機関、公的保健機関などの利用可能な施設利 

用やスタッフの参加を得ることが望ましい。

2.労働者の健康づくりの支援

欧米での参加型健康づくりの支援プログラムに 

基づく実践が進む中で,わが国では、「生活習慣 

病」の概念のように、どちらかというと、健康問題 

を個々人の責任に帰するとした発想や,自分の 

健康について、職場という集団で検討されなくて 

も結構とする労働者からの対応、更には,労働 

者各自の健康意識に産業保健担当者は敢えて 

介入すべきでない、といった見解など、やや複雑 

な状況がある。

こうした中では、個々の労働者の自主性、主体 

性が尊重されつつも、当該労働者の「生活習慣」 

に影響を与え、制約している産業界、職場、地域 

での共通の諸要素の解明とそこへの対応が、産 

業保健担当者の大きな課題になり、労働者自ら 

の参加を得た、職場での健康増進の活動の発展 

も見られるようになってきている。そのため、企業 

の様々な面を診断しようとする試みや対象者の健 

康意識を先行して知ろうとする実践が展開されて 

きている。また、職場を基礎とし、職場に必要な取 

り組みが重ねられつつある。

若干の事例を挙げると、

1) 市場で深夜から早朝に働く労働者が、朝食 

も取らず、午前中に大量の缶コーヒーや清涼 

飲料水等を飲み、昼食を出前に頼っている中、 

若年層にも肥満や高脂血症が増えた検診成績 

があることを知り、企業としてまかない担当者を 

雇い、順次朝食がとれる食堂を設置した例、

2) 通勤時間と労働時間を加えた拘束時間が長 

いため、朝食がとり難く、夕食も遅くておざなり 

になり、頸肩腕障害も多く発症した成績に基づ
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き、企業の方で、勤務地(店)近くに宿舎(アパー 

卜)を借り、配転時には、通勤時間が短くなるよ 

うに宿舎も交換し.効果を挙げた例、

3) 健診成績の結果分析から、社員食堂に様々 

な^し一を用意し、栄養指導と連動していく中、 

5年間を経て、指導内容に沿ったメニューの注 

文が明らかに増えた例、

4) 地方から大量fこ単身赴任者を抱えた工場で、 

不規則な食事の実態に臨し、全寮制にする中、 

朝食と夕食を栄養士の参加で調理し,赴任前の 

自宅通勤時の健康成績より改善が見@た例、 

などがある。

労働者の健康意識が多様化している現在,健 

康情報を的確に伝えつつ.労働者の意識や考え 

を積極的に把握する、いわゆる「アクティブ•リス 

ニング」の手法の導入や労働者自身による自主 

目標の設定を大切にする観点の定着、職場兵通 

の疎外要因を取り除く作業、促進のための共同 

の作業を強化し、将来につながる「健康感」は何 

なのか、を職場でも話し合い、育てていぐ労働者 

の自発的な健康づくりを支援するプログラムの展 

開が必要である。

2-1.労働者健康づくり支援プログラムの原則

労働者健康づくり支援プログラムは、肥満や高 

血圧、耐糖能異常などの身体不調,蓄積疲労や 

精神的消耗からの回復、不健康な生活習慣を改 

善したり,一層の健康増進を志す労働者の健康 

保健行動を支援する事業主の活動である。行動 

変容プログラムは固定的なものではなぐ職場や 

職種の特徴をふまえた多様な?〇が想定でき、 

内容では、疾患の理解やリスクの知識だけでなく、 

行動変容のための気づきや体験学習を含んだ実 

践が重要である。

1) プログ.ラムの立案及び決定では、産業医、産 

業保健婦•看護婦など保健医療スタッフは安全 

衛生委員会等を含めて討議し、職場全体の理 

解と合意を得轨るよう配慮するひが望ましい。

2) プログラム立案では、内容や目標、実施方 

法.評価方法が、参加者に理解できる表現で 

明記され、実施に当たっては、労働者の強制参
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加をもとめるのではなく、十分な説明と同意を得 

たうえで、自主的参加によるべきである。また、 

費用便益が検討されることが望ましい。

3) 事業主は、労働者が、プログラムに参加す 

ることによって、賃金上及び仕事上の不利益が 

生じないよう努めるべきである。

4) 労使が出資する健康保健組合などの事業体 

は、プログラム実施のための費用の支援や技 

術的援助を行うことが望ましい。

5) 中小企業、零細企業及び自営業などの労働 

者を対象に実施する場合は,地域産業保健セ 

ンターだけでなぐ市町村保健センターや政令 

市•特別区保健所などの積極的活用をはかる 

ことが望ましい。

2-2.労働者健康づぐ」支援プログラムの事例

1) 運転労働や監視労働など、座業中心で、神 

経緊張が大きく、特に身体活動量が少ない職 

場では、運動が可能な時間や環境の確保とと 

もに、適度な運動実施を動機づけるプログラム 

が推奨される。

2) 電話対応や接客が多い業務や運転労働な 

どでは喫煙者の割合が高い。また、女性労働 

者など非喫煙者の割合が高い職場では嫌煙の 

要求が高い。こうした職場では、分煙、禁煙の 

ためのプログラムが推奨される。

3) 夜勤交代勤務者や深夜勤従事者は、夜勤 

明けの睡眠のために飲酒するものが多い。こ 

のような職場では,休養の取り方や飲酒プログ 

ラムが推奨される。

4) 単身赴任者などが多い職塌、出張が多い職 

場では,食習慣が単調で不規則になりやすい。 

こうした職場では、飲酒習慣を含めた食•栄養 

プログラムが推奨される。

5) いわゆる中間管理職などの場合は職場のス 

トレスは特に大きい。そのため,リラクセーショ 

ンのためのプログラムやリスナー教育などを優 

先することを考慮すべきである。

6) ハイリスク者に対しては、過労を招きやすい 

仕事のスタイルに対する気づきや改善、生活 

習慣の見直し■によりリスクの改善が期待できる

休養.滞在型プログラムが推奨される。

2-3.健康診断等での問診の重視と内容

定期健康診断では、労働者の労働状態と生活 

習慣,疲労•過労状態を把握できる質問紙調査 

を用い、医師や保健婦等が問診で確認すること 

が望ましい。また、労働者には,検査結果と同様 

に、質問紙や問診で明らかになった職場環境や 

労働条件の問題点,生活習慣や疲労状態などの 

リスクなど、改善すべき内容等を提示することが 

望ましい。また、記載内容を,本人及び保健医療 

スタッフ以外が閲覧する場合には、本人の同意 

が必要であり、健康管理以外の目的での使用は, 

禁止されるべきである。質問紙調査や問診で確 

認すべき内容は,以下のようである。

1) 労働状況：残業を含む週労働時間,通勤時 

間、深夜勤務、休日勤務、出張の有無、職制 

上の地位及び具体的な作業内容(寒冷、高温、 

温度較差、高湿、騒音、重量物、高層、地下, 

運転、営業販売、監視業務等)を含む、

2) 生活習慣：喫煙,飲酒、食習慣,運動習慣、

3) 疲労■過労状態:睡眠(睡眠時間及び睡眠障 

害)、へば_心身消耗感、仕事満足感の喪失、 

燃え尽き徴候、仕事への過剰適応■依存など、

4) 産業医が健康上のリスクが大きいと判断した 

労働者では、通院や服薬の状況を必ず把握す 

ること。また、脳血管障害の重要徴候である強 

い頭痛、しびれ、視力障害などの訴え、心筋梗 

塞や狭心症の代表的徴候の胸痛や心窩部痛、 

胸部拘やく感や心悸高進を訴える場合は、適 

切な指示や指導をおこなうよう留意すること。 

なお、上記の問診は、労働者が受診している医

療機関の日常診療でも重視されるべきである。ま 

た、必要かつ十分な問診を実施するための費用 

支払い等が保証されるべきである。

2-4.健康診断項目など

健康診断項目では、以下の点に考慮すること 

が望ましい。

1)深夜勤務従事者、運転業務従事者、危険業 

務従事者、管理的業務従事者、及び残業や出

張業務が多い者では、健康状態の評価を十分 

に行う必要があり、必要に応じて定期健康診断 

に検査項目を追加したり、有所見者の健診後の

変化を確認するための追跡検査,年2回の定期 

健康診断実施などを考慮することが望ましい。

2) 35歳及び40歳以上を対象に実施されてい 

る検査項目のうち、血清脂質、肝機能検査及 

び心電図検査は、25歳、30歳の節目及び35 
歳以上のすべての対象者に実施することが望 

ましい。

3) 35歳以上では,血糖(2時間値、または空腹 

時)及びグリコヘモグロビン(HbAlc)、M酸、 

HDL-コレステロール検査などを加える。

4) 深夜勤従事者などの健康診断では、産業医 

が必要と認めた労働者に対して、24時間心電 

図.24時間血圧モニタリングなど、の精密検査 

を導入することが望ましい。

5)二硫化炭素の長期ばく露を受けた労働者に 

対しては、健康手帳に基づく退職後健康診断 

を実施することが望ましい。また、循環器疾患 

の労働関連性が報告されている化学物質にば 

く露した労働者は、その事実の記録を保存する 

とど^こ、必要に応じて特殊健康診断を実施す

ることが望ましい。

6)定期健康診断を受診できなかった労働者が、 

指定した医療機関外で健康診断を受けた場合、 

事業主は,指定機関と同額の費用を負担する

とともに、産業医が確実に健康状態を把握でき

る体制を整えておくことが望ましい。

以上

*この報告は、:1998年3月に取りまとめられ、日 

本産業衛生学会理事会に提出されて,「循環 

器疾患の作業関連要因検討委員会報告」1998 
年度版として、産業衛生学雑誌41卷1号(1999 
年1月)で公表されたもの。作成責任者一上 

畑鉄之丞(国立公衆衛生院).作成メンバ—— 

阿部真雄(東海大学体育学部).井谷徹(名古 

屋私立大•医•衛生学).服部真(城北病院)、 

広瀬俊雄(仙台錦町診療所、産業医学健診セ 

ンター),前原直樹(労働科学研究所)の各氏
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ドキュメント：アスベスト禁止をめぐる世界の動き

ドキュメント

アスベス磯 
鵬の動き

0ぞ

EUがついにクリソタイル禁止を決定

欧州連合(EU)はついに、ヨーロッパ規模での 

クリソタイル•アスベストの禁止を決定した(と言っ 

て間違いないだろう)。

5月4日の技術委員会(technical committee) 
の会合におけるEU加盟15か国による揆票の結 

果は、ポルトガルとギリシャの2か国を除ぐすべて 

の加盟国が、クリソタイル•アスベスト禁止の導入 

に賛成した。禁止に反対するものと思われていた 

スペインが賛成に投票したことは、驚きをもって迎 

农られているようで、スペインの労働組合等の働 

きかけの成果と伝えられている。

このクリソタイル■アスベスト禁止の決定は、一■ 

定の危険な物質および製品の流通および使用の 

制限*こ関する委員会指令(Council Directive) 
76/769/EECの別添I (Annex I)によって指令を 

技術の進歩(technical progress)に適合させよう 

というものである(現行のアスベスト禁止に関す 

る指令_91/659/EEC (http://europa.eu.int/eur- 
lex/en/lif/dat/1991/en_39JL0659.htmlで入手 

できる)も同じ手続による指令である。なお、この 

1991年の指令によってすでに、クロシドライト(青 

石綿)、アモサイト(茶石綿)は全面禁止、クリソタ 

イル(白石綿)にっいても、玩具、吹き付け、消費 

者向けパウダーフォーム、触媒フィルター等、喫 

煙用具、塗料、液体用フィルター、道路舗装剤、 

等々の用途向けについては禁止されている。今 

回の決定は、クリソタイルについても.わずかな 

例外を除き全面禁止にするということである)。 

新しい指令は、欧州委員会(European Com- 
mission)による承認手続を経て,EUのオフイシャ 

ル•ジf ナルに掲載されてか¢20日後に発効す 

ることになる。欧州委員会による承認はほとんど 

形式手続であって、加盟諸国により投票が行わ 

れた結果が覆されることはまずないようである。報 

道されているように、汚職問題に端を発した前欧 

州委員会メンバーの総辞職と新たな委員会が決 

まったばかりとはいえ、2-3週間のうちに承認され 

るものと予想されている。

技術の進歩への適合というこの手続によると、 

通常さらに12-18か月は必要になる閣僚理事会 

や欧州議会の審議を経る必要がなぐまさにヨー 

ロッパの労働組合、アスベスト被害者団体、市民 

団体等が要求していた手順に基づく禁止の導入 

である。

欧州委員会の最終的な承認手続が終了する 

までEU自身による正式な発表はないようで、新 

しい指令案の原文はまだ入手できていないが、加 

盟国は、2005年までに国内法等によって、クリソ 
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タイル■アスベストの禁止を導入しなければならな 

い(例外は、期限付きで既存のクロロ-アルカリ• 

プラント向けのダイヤフラム)ということのようだ。 

昨年、アスベスト(禁止)規則を改正して、同様 

に残されたクリソタイル•アスベストの禁止を提案 

したイギリス政府は、このEUの決定を歓迎する 

意向を表明している。同時に、イギリスの安全衛 

生委員会(HSC、政労使三者構成)では、昨年の 

アスベスト(禁止)規則改正の提案に対して寄せ 

られた各界からの意見(すなわち改正案に対す 

る協議の結果～禁止導入に対して圧倒的な支持 

が寄せられたという)を受けた対応について討議 

する会合を5月11日にもった。

その結果、HSCはイギリス政府に射して、クリ 

ソタイル•アスベストの早期禁止を導入するよう勧 

告した。HSCは5月22日に再度会合をもって最 

終的提案を仕上げ、閣議にまわされる予定であ 

る。今年10月からまたは年内に禁止を実行する 

という情報がある一方で、あるアスベスト■セメン 

卜屋根用タイル業者が、代替化のためには2年間 

必要であり、それ以前に導入したら法的手段に訴 

えると主張しているようで,(実施時期に関する) 

政治的決断の行方が注目される。

一方で、フランス政府が1997年からクリソタイ

ル•アスベスト禁止を導入したことに対して、それ 

が貿易に対する技術的障壁(TBT： technical 
barri-er for trade)に当たるとして、カナダ敏府が 

昨年5月に世界貿易機関(WTO)に提訴してい 

たわけだが、カナダのこの動きもまさに今回のよ 

うな事態を回避するための必死の努力であった 

と言える。

EUとイギリスの決定は、言わばEU全体で明確 

にフランスを支持する立場に立つという旗色を鮮 

明にしたわけで.WTOを舞台にしたTBT紛争も 

いよいよ正念場を迎えたことになる。すでに3月 

29日に、紛争解決手続上のパネル(小委員会) 

が設置され、議長はAdrian Macey,他の委員 

に William Ehlers と Ake Lindon という 3 名の 

委員の氏名だけは伝わっている。

パネルの動向は非公開ということであるが、今 

年10月までの議事日程が立てられているという。 

ヨーロッパからは、フランス• EUをサポートする意 

見を可能な限り速やかに各国の政府またはEUに 

提出するよう呼びかけている(28頁掲載のBarry 
Castlemanの手紙、この問題に取り組んでいる 

というアメリカのNGOアース•ジャスティスのホー 

ムペーン http://www.earthjustice.org も 

参照のこと)。

イギリス副首相はEUの投票結果を歓迎
Department of the Environment, U.K.,1999.5.4

副首相John Prescottは本日(5月4日)、白ア 

スベストの使用の禁止に関する欧州連合(EU) 
投票結果を歓迎すると述べたD

立法として承認され次第この指令を導入したい 

という政府の意向を強調したうえで、John Prescott 
は次のように述べた。

「私は、EUにおける投票の結果を喜んでいる。 

それが健康に有害であるという科学的証拠が証 

明されて以來、イギリス政府の政策は確固として 

白アスベストの禁止を支持してきた。今日の投票 

結果は正しい方向に向けた重要な動きである。

現在代替品が利用可能であり、政府は、できるだ 

け早い時期に、この潜在的に致死的な物質の使 

用を段階的に禁止することを決意しているU 
「この問題に対する政府のハードワークは報 

われたわけで,私は、この決定からもたらされる 

であろう将来の安全衛生上の利益について考え 

ている。」

「私は、安全衛生委員会(HSC)に対して、この 

新しい指令をどのように国内において履行すべ 

きかについて尋ねた。彼らは、最近実施したこの 

問題に関する協議手続の結果について考慮す
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るだろう。」

「安全衛生委員会と私は、この禁止の履行に 

高度の優先順位を与えることを決心している。」 

3種類(青、茶、白)のいずれのアスベストへの 

曝露も死に至る可能性のある、石綿肺、肺がん, 

中皮腫などの肺疾患を引き起ごr可能性がある。 

白アスベストは、現在主として、ブレーキ•ライニ 

ング、ガスケット、産業プラント用のシール材、ア 

スベスト•セメント、繊維製品等の複合物(アスベ 

スト•グローブ等)に使用されている。 

編集者への注

すべての(EU)加盟国は2005年までにこの新

しい指令を履行しなければならない。

この禁止にはひとつの例外があり、それは、現 

在のところ代替品が存在しない、既存のクロロー 

アルカリ•プラント向けのダイヤフラムに使用され 

る白アスベスKTある。この除外は、2008年以前 

に再検討される。

この指令は、欧州委員会が法案に署名し、EU 
のオフィシャル■ジャーチルに掲載されてから20 
日後に効力を発することになろう。

* この原文は、http://www.coi.gov.uk/coi/depts/ 
GTE/coi4744f.okで入手可能である。

予防原則の重要な勝利
ANDEVA, FNATH,CAAJ, France,1999.5.5

5月4日の火曜日、欧州共同体の委員会は、 

いまだに禁止されていなかったすべてのクリソタ 

イル•アスベストの流通および使用を禁止する指 

令を採択した。新しい指令の第2条によれば、加 

盟国は、2005年1月1日までに新しい条文に従 

わなければならない。

最近の疫学的研究によって、ヨーロッパの男性 

人口のなかで250,000人が、アスベストに独特な 

がんである中皮腫によって死亡するだろうと推定 

されており、今回の決定は,予防原則(principle 
of precaution)の適用の重要な勝利である。

この決定は多数決で行われ、全世界に一まず 

最初にまだアスベストを禁止していない欧州共同 

体諸国(ギリシャ、アイルランド、ポルトガル、スペ 

イン、イギリス)に、次いでアスベスト業界が強力 

に市場を開拓している開発途上諸国に対して、明 

確なメッセージを送っている。そして最後に、この 

決定は.自国の鉱山産業とアスベスト輸出による 

利益を維持するために、アスベスト禁止は自由貿 

易に紂する障壁だとして世界貿易機関(WT0)を 

通じてフランスを攻撃しているカナダ政府の努力 

を打ち負かすものである。

1991年に、最初のヨーロッパにおけるアスベ

スト禁止の提案が、フランス、とくにアスベスト常 

任委員会の動きによって阻止された。ANDEVA 
(アスベスト被害者擁護全国会)、FNATH (労働 

災害被災者全国協議会)、Co mite Anti Amiante 
Jusseieu (反アスベスト•ジュッシュー(パリ大学第 

7分校)委員会)は、フランス政府の姿勢を変えさ 

せる諸団体の取り組みと世論が成功し、EUが公 

衆の健康の利益が経済的利益よりもまさるという 

決定をしたことを喜んでいる。

一方,今朝の記者会見の場で、ANDEVAは、 

アスベスト被災者が十分な補償を受けられるよう 

にするために、犯罪被害補償委員会(Indemni- 
sation Commission for Victims of Crimes)に 

おける手続を保証することを提案した。これは, 

5人のアスベスト被害者に十分な補償を与えたシェ 

ルブールとダンケルク裁判所の最近の判決を受 

けたものである。また、補償法の改正を政府が拒 

否したことを受けたものでもある。

FNATHも同様の戦略を採用することにしたと 

発表した。

*これは、フランス語によるプレス•リリースから

英語に翻訳された簡単な要約版の翻訳である。
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*以下は、Marc Hidry氏のコメント

アスベスト常任委員会とは,アスベスト業界が 

1982年に設立し、世論によって大きく非難される 

ようになるまでの間フランスにおける公衆アスベ 

スト政策を左右した,巧妙なロビー団体であった 

(産業界、労働組合の代表、医学専門家、保健、 

労働、産業、環境各省の代表者たちを含んでい 

た)。これは,1996年に,その主要な目的(アスベ 

スト禁止を回避すること)を維持できなぐなって、消 

滅した。

犯罪被害補償委員会(Indemnisation 
Commission for Victims of Crimes)は、1977 
年から存在するものの、これまでわずかしか利用 

されてこなかった。これは、テロや自動車事故等 

の被害者で、犯人が簡単にはみつからないか、 

責任能力がない場合に、補償を行うために創設 

された(民事法廷のようなもの)。最近、職業病の 

労働災害被災者もこの裁判所経由で補償を得る 

ことができるという破棄裁判所(Courts de 
Cassation)の裁定が確定した。疑いなく、保険会 

社や多数の役人がこの問題にかかわりたがって

いる。

これを活用した最初の裁定は、海軍に雇われ 

た水兵に関したもので、シェルブール裁判所は3 
月25日に、中皮腫罹患で980,000フランを認め 

た。2番目の積極的な裁定は、ダンケルク裁判所 

による、がんと石綿肺に罹患した4人の労働者に 

関するものだった。

主なポイントは,以下の2点である。 

*補償の重要性：これは、フランスにおいて、ア 

スベスK害者が十分な損害賠償を獲得した初 

めてのケースだった(彼らは、汚染された血液 

スキャンダル(薬害エイズ)の被災者と比-して 

語られている)。

*この法廷において補償を獲得する条件のひと 

つは、犯罪の被害者であることを立証しなけれ 

ばならないことである。フランスの裁判所は、ア 

スベスト被害者が犯罪の被害者であることを理

解しはじめたように思える。これは、アミソル社

の工場(クレルモン•フェランの近く)の前工場

長を裁判所に出廷させた裁判官の最初

の決定と関連があるはずだ。

イギリスHSCは白アスベストの早期禁止を勧告
Health and Safety Commission, U.K.,1999.5.11

本日(5月11日)、安全衛生委員会(HSC)は、 

昨年の協議を受けて、白アスベストの輸入、供給 

および使用の禁止を勧告することを決定した。協 

議に対する応答は、適当な代替品が利用可能で 

ない安全面で危険のある用途について例外とす 

ることを条件に、禁止を導入する規則に対じて圧 

倒的な支持が寄せられた。

HSCの決定は、2005年までに白アスベストを 

禁止するように流通•使用規則を改正するために、 

欧州共同体加盟諸国が投票を行った1999年5月 

4日の技術委員会の会合を受けたものである。EU 
委員会によって採用されることにより、加盟諸国 

が2005年以前に、各国内における禁止を導入 

することを可能にする。

HSCは安全衛生庁(HSE)に対して、本日の 

HSCにおける議論および協議で提起されたポイ 

ントの両方を踏まえて、国内的禁止のための規則 

の起草を仕上げるように指示したdHSCでは,今 

月末までには、規則についての提案が閣議を通 

るだろうと予測している。

EU委員会がいつ指令の改正を正式に採用す 

るかは、いまだはっきりしていない。採用されれば、 

オフィシャル•ジャーナルに掲載されてから20日 

後に効力を発することになる。

* HSCのプレス■リリースは、インターネット上で 

入手することができる(http://www.open.gov. 
uk/hse/press/press.htm,この文章は5 月12 日 
現在、まだ掲載されていない)。
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アスベスト禁止に対するカナダの脅威
Trade Union Congress, U.K.,1999.5.11

イギリス労働組合会議(TUC)によれば、本日 

(5月11日)の安全衛生委員会(HSC)のアスベ 

ストの全面禁止を導入するという決定は、自由貿 

易を追Sするとして今回の決定およびそれ以前 

のヨーロッパの決定をひっくり返そうというカナダ 

の企てによって危険にさらされている。

HS Cがクリソタイル.アスベストー他の種類の 

アスベストはイギリスではすでに禁止されている 

一の輸入および使用を禁止するというニュースを 

受けて、TUCは、1996年のフランスのアスベスト 

禁止を世界貿易機関(WTO)を使ってひっく^^そ 

うとしているカナダ政府の動向を警戒している。

WTOが、フランスの決定が自由貿易の原則に 

違反しているというカナダの主張を支持すれば、 

この危険な物質に関するイギリスの安全衛生関 

係法が深刻な脅威にさらされることになる、とTUC 
は警告する。

イギリスのアスベストの禁止に関して,TUCW 
記長のJohn Monksは次のように語った。

「本日のニュースは、この致死的な繊維の禁止 

に向けた長い間の労働組合のキャンペーンの終 

点を示すものである。遺憾ながら、これまでにこ 

の致命的な粉じんによって被災者になってしまわ 

れた何千人もの方々にとっては、これは遅すぎた。 

ヨーロッパにおいてはなお今後20年間に100万 

人を超える死亡者が出る可能性があるが、今日

の決定は、この最も危険な物質によって引き起 

こされる苦難から将来の世代を救うことになるだ 

ろう。J
「大西洋の向こう側から聞こえてくる邪悪な騒音 

は、イギリスとヨーロッパの労働者の安全と健康 

fcとっての実際の脅威となっている。もしカナダ政 

府が、この致命的な物質の貿易を生き延びさせ 

ようとするキャンペーンに成功すれば.自由貿易 

を追求することは人間の生命を維持することより 

も重要であるという明白なメッセージを発信するこ 

とになる。」

1999年に、イギリスだけで、アスベスト繊維の 

肺内への蓄積によって引き起こされるとりわけ悪 

性のがんである中皮腫によって1,500名、さらに 

他のアスベスト関連疾患によって3,00 〇名が、3週 

間毎に苑亡するだろう。

欧州委員会は、きわめて近い将来に、EU規模 

におけるアスベスト禁止を導入することになりそ 

うである。HSCによる(イギリス)の禁止は、今年 

後半に実行すべきである。アスベストは、職場で 

遭遇する他の物質よりもより多くの人々をイギリ 

スとヨーロッパにおいて毎年殺している。_ 

編集者への注：

すべてのTUCのプレス.リリースは、www.tuc. 
org.ukでみることができるにの文章は5 
月12日現在、まだ掲載されていない)。

WTOにおけるアスベスト禁止を擁護

*欧州委員会リーガル■サービスのTheophanis 
Christoforou氏に宛てたアメリカのBarry 
Castleman氏の手紙である。

諸国家がアスベストを禁止する権利を持ってい 

るかどうかをめぐる経済的論争では、社会全体の 

関係する部分についての、経済学者が「費用の 
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具体化(externalization of costsjとよんでいるも 

のを考慮に入れるべきである。最良の規則があっ 

ても、一定の費用をともなう死亡や疾病を引き起 

こす状況は確実にありえるし、アスベストおよび 

アスベスト製品を販売する業者はその費用を持 

たないだろう。また、いくらかの費用はアスベスト 

産業が持つにしても、それは個々の被害者や国 

家が実際に支払う(労災補償等)経済的価額の 

全体よりも少ない場合がほとんどである。

私の国(アメリカ)では,アスベスHこよって被害 

を受けたという主張で係争中の個人の損害民事 

訴訟事件が200,000件をこえている。さらに、こ 

の物質が使用され、劣化している何千もの建築 

物からアスベストを注意深くかつ適切に除去する 

ことを求めて、何十億ドルにも相当する物的損害 

に対する請求が起こされている。国民は、アスベ 

スト被害者とその家族たちに対する、裁判所、柱 

会サービス機関、医療•福祉の提供の費用を支 

払わなければならない。責任のある企業の多くは、 

破産してしまっているか,破産裁判所を利用する 

か、または責任を回避するためにリストラを行っ 

ている。あるいは、アメリカの裁判所の手が伸び 

るのを避けるため、アメリカ国内にある資産を処 

分してしまった。アメリカにおけるアスベスト疾患 

の費用の総額は5,000億ドルと見積もられている。 

各国が、そのビジネス活動によって引き起こさ 

れた死亡や疾病の責任を企業に負わせる法的シ 

ステムを有することは当然としても、責任を負うベ 

きものを立証することが不可能な疾病のケース 

が実際にあらわれてきている。とりわけ、アスベ 

ストによる石綿肺やがんのような潜伏期間の長 

い疾病の場合には、企業にとっては様々な手段 

(合併、買収,名称変更等々)で消えてしまうのに 

十分な時間がある。また、疾病の診断を受ける30 
年あるいはそれ以上前に、いつ,どのようにアス 

ベストに曝露したか,被災者がいちいち記憶して 

いることはできないという問題もある。

私は、公道上で、アスベスト•セメント壁の瓦礫 

を押しつぶし、カートに投げ入れている建設労働 

者たちをみたことがある。私は、アスベスト廃棄物 

の山の上で遊んでいる子供たちの写真を本に載 

せている。また、アスベスト•セメント造りの家に住 

んでいた住民が、家を改造し、壁を取り壊して大 

量の粉じんをまき散らし、その子供たちに激しい 

呼吸器の問題が生じた事例についても書いた。 

私には、カナダやアスベスト製品製造業者たちが、 

それがもたらす経済的費用を負うであろうとは想 

像しようがない。公共の資金もまた、もし長患いす 

ることなく家族を抱えていなかったら労働に従事 

し税金を納めていたであろう、労働者の疾病によ 

る所得の喪失の矢面に立つことになる。

ヨーロッパには、アスベストに関連した巨大な費 

用を政府がもつことになった多くのサンプルがあ 

る。アメリカやオーストラリアのような製造物責任 

訴訟がなく、その結果製造業者たちは、明らかで 

はない致命的な有害性物質碰用し製品や人々 

に対する警告ラベルなしの製品を販売した責任 

を回避することができた。後に使用されるようになっ 

た警告ラベルについては、しばしば責任の回避

と同時に販売上の喪失を最小化するために弁護 

士たちが考案したものだったが,いったん使われ 

出した警告するという慣習の適切さは、警告ラベ 

ルが世界中で多様なかたちで使われるようになっ 

た1960年代以降、別の問題を生じさせた。

別の,アスベスト産業を維持し続けることによ 

る非経済的なコストは,産業界,政府、アカデミア 

の健康問題の専門家たちにかけられる,「インダ 

ストリー •ライン(業界が許容するレベル)Jを修得 

し、労働現場と環境のアスベスト曝露関係を控え 

めに扱うようにという圧力のような,専門家の堕 

落である。閧発途上国における科学の中の命に 

かかわる分野でのこの影響は、他の産業での乱

用を許す道を拓いているということかもしれない。 

私は公衆衛生の科学者にすぎず、この文書は

包括的な経済的分析ではない。しかし、予想され 

るように巨額な、アスベスト産業によって生み出 

され、アスベスト被害者と彼らが生活する国家に 

よって負わされる経済的費用に関する参考のひ 

とつとなるだろう。これが,WT0でアスベストを禁 

止する個々の国家の権利を評価するのに,さら

に十分に展開し提出すべきポイントであ 

ろう。
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井上浩
全国安全センター議長

アスベスト問題続く

1979年2月1日(火)晴

市川課長も戸丸監もカゼで休み。A工業の 

再監督。A工業加藤課長より横村氏のことにっ 

いて電話があったため実施。加藤課長に面会。

1. 昭和4年、高田馬場で創業。

2. 昭和14年羽生へ移転。その後敷地拡張。

3. 人員100人程度。戦争中は学徒を含め 

200 人。

4. 昭和20年9月廃止。21年12月再開。 

自動車産業発展とともに拡大。昭和32年頃 

から東北にも求人。,定期採用も実施し、常 

用エ、寄宿生ともに増加。寄宿生は最高時 

420人、現在は150人。昭和42年総人員 

1,200人に達す。

5. 昭和35年頃からの定年退職者について 

追跡調査したが異常なし。

6. 原材料はビニール袋に入っているが、業 

者が運んでくる。(注。外国では運送系路の 

両側に中皮腫の発生が多いという研究発

表があったので聞いたものであろう。)。

7. 横村氏については、昔の同僚を探し出し 

て聞いたところ、

昭和12年頃入職し20年召集により退職。

33-34年頃横村組として入る。38年まで。

8. 福島工場は羽生工場と同じ作業。岩槻エ 

場は装置製造。

9. '下請について

県内はK工業のみ。県外は群馬にライニ 

ング穴明けの2工場、ライニング製作の1エ 

場。群馬には、その下に二次下請ある模様 

であるが不明。

2月2日(水)晴

昨日は頭痛眼痛消えたが今日また少し頭痛 

し。11時すぎから昼まで局労災課長より3回電 

話。その度に二転三転。最後は労災でなく生 

活保護ではどうかと。

1. 本省へ相談したがX写真のみでは不明。

2. 労災課の意向としては、横村氏より休業 

.補償を請載せて、受診命令で処理した站。

3. 今回の問題は労災課というより監督課と 

安全衛生課サイドの問題である。

4. 生活保護法適用の確実性確認すること。

5. 社会保険埼玉中央病院へ入院させる予 

定(ベットの場合)。

6. 昭和46年の健診はしてないか。

続いて電話。

1. じん肺は職権決定できないので生保で入 

院させられないか。

更に電話。

ェ本省と相談した。

2. 一応労災でなく生保で入院させる。

3. 入院後はじん肺管理区分の決定申請を 

させる。

4. 入院先は横村氏の自由とする。中央病院 

入院を固執しない方がよい。

横村氏宅へ電話。本人の意向は,

1. 労災保険給付でなく労災診断サービスで 

は、その後が心配。

2. 生保については、福祉事務所で資格をき 

びしくしらべられると貰えなくなる。

3. 入院して研究材料にはなりたくない。(注。 

実際、死後に医師の強い希望で解剖を行 

うことになった。)したがって入院は拒否する。 

労災課長の生倮確認せよとの電話により、

午後、戸丸監と市役所福祉事務所に行ぐ松 

本係長、白石係員応訝■,労働省よりはるかに 

人間的。

1. 市民税課で調べたところ親子3人家族で 

所得846,000円。

2. 住所は羽生ケ崎146へ変更。

3. 所得から見た限り生保は適用される。

4. 2-3日内に本人宅へ行き結果を連絡す 

る。

(日誌のとおり書いているので、よく分からな 

いところもある。大筋は、横村氏の死に顔す 

る重症のアスベストじん肺が、じん肺法の管理 

区分の決定がされていないので労災保険扱い 

をためらい,生活保護法で当面処理しようとい 

うのが労働省の態度であった。稹村氏は遂に 

死亡されるのであるが、署長である私でさえ労 

災扱いを簡単にできないのである。したがって, 

民間の人であればほとんど絶望的であったろ 

う。中島労災課長も非常な人格者であったが、 

法律の壁は厚かったのである。注意すべきこ 

とは、問題は補償でなく予防の安全衛生監督 

の方だという動きもあったことである。この辺 

が役人らしいところで、現在でもなおこれ以上 

に書くことは憚れる部分がある。)

2月3日(木)晴

労災課長より、K工業に横村氏のX写真 

残っていないかと電話。

午後K工業へ再度X写真を探しに行く。(注。 

それがあれば重症の横村氏を車で運び、無理 

して写真をとらなくてもじん肺管理区分の決定 

ができるということだったと思う。)A工業加藤 

課長と関口氏が來ていて驚く。K工業の社長 

と工場長との面会に同席。じん肺健診結果以 

下のとおり。

昭和 40.8.19
昭和 43.3.28
昭和 48.11.28
昭和 51.9.30

実施17名(10名分なし) 

実施16名(4名分なし)

実施16名(全員あり)

実施33名(全員あり)

2月4日(金)晴

大宮署長より電話。

1. 鈴木氏供花(川越時代の署長であり、そ 

の後退職後に急死)と前局長餞別として各 

1万円、長谷川氏(浦和署長退職)の送別会 

費と署長会の1-2月分会費計6,500円を8 
日浦和での労働基準協会連合会席上で支 

払われたし。

2. 新局長歓迎会。14日17:30。銀座アス 

ター。会費2,400円と酒1本。

羽生福祉事務所松本係長より電話。
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1. 昨日午後,稹村氏宅へ行った。

2. 本人の年金4万円。子供月収13万円(手 

取り10万円)。

3. それから見て医療を含め生保は7万円が 

限度。

4. 支払いに際しては,子供8人の扶養力に 

ついても確認の要がある。そうなると、独立 

している子供に迷惑をかけるので、横村氏 

はいやがっている。

5. 福祉事務所に20万円の貸付制度がある 

ことを説明した。

6. 本人は快方に向かっているが(注。実際 

は苑が迫っていた。)入院の気持はあるの 

で、その場合には福祉事務所に相談に行 

くとの答であった。

7. 高額医療費の補助制度があるので、実 

際の負担は少なくなるはずであるが、それに 

ついては、労基署の説明材料になると考え 

て説明しなかった。

K工業社長より電話。

1. 昨夜横村氏宅に行った。

2. 負担はするからと入院を勧めた。ようやく 

入院してもよい気になってきている。(注。稹 

村氏は、入院しても労災認定されなかった場 

合の負担を心配して入院に消極的だった。 

労働省の非情さ？)

3. 保健所でX写真をとるように勧めた。 

2月5日(土)晴

休みで自宅にいると中島労災課長より電話。 

本日新局長に稹村氏のことを説明したところ次 

のとおり指示あり。

1. 来週中に診断を受けさせよ。

2. K工業のじん肺健診をきちんとさせよ。 

(注。横村氏の死後もじん肺死発生。) 

直ちに署へ電話し、西課長にK工業へ連絡

させる。

2月7日(月)晴

新局長の指示で動きだし、労災課長と安全 

衛生課長より電話頻りにかかる。

安全衛生課長①K工業のじん肺健診実 

施機関の状況、異常者の処置、フィルム、環 

境測定記録を調査すること。②局所排気装置 

の設置屈を提出させよ。設計者は。内容は局 

でチヱックする。③現在の測定は埼玉県保健 

センター(県の外郭の財団。以前は基準局も 

天下り。前出)にさせたい。④X写真はXカー 

を持って行く。医師も行かせる。急いでやるD 

K工業社長より電話。

1.9日に保健所に行くことにきめた。

2. 途中、横村氏が容体悪化して死亡した場 

合の責任はどうなるか。(注。社長が行くこ 

とをすすめたので)

3. ■血圧も高いし寒いので行くのは診断して 

もらってからにしたい。

4. 本人は遠くへは入院したくない、自宅で家 

内のところで死ぬといっている。

5. 今から診察等の手配をして、また連絡す 

る。

以上のことを労災課長へ電話。課長は、

1. 強制してはまずい。X撮影可能か。

2. (言外に)入院希望しないなら,労災として 

は放棄してもやむなしということ。

労災課長より電話。

1. 局長が健診車をやれといったので午後依 

頼に行く。(注。保健センターでは、1人のX 
写真では採算が合わないと渋った。しかし、 

局長の意向で、財団だからと結局行くことに 

なる。)

2. K工業のX写真の有所見者分全員局に 

提出させよD

3. 局長が測定は明日でれ,局長も行くと。 

西課長K工業へ行く。①X写真有所見者分
借用。②局所排気装置の届出は困難。③稹 

村氏宅へ行くと、入院でなくレントゲンカーを希 
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望。 には、運転者1名は官車利用で落とし、他の

(局の意向は、労災であれば救済したいが、 

それが現在のところはじん肺管理区分4の決 

定がされていないので、法律的には不明の状 

態にあり混乱しているのであった。)

また、労災課長より電話。

①柳川先生の意見により診断可能なら日程 

を組みたい。(注。稹村氏が余りにも重症のた 

め)。②じん肺経験のない保健所の診断では 

無理ではないか。③せっかく横村氏の診断に 

行くのだから、K工業全員の診断をやってもよ 

い。④K工業のじん肺健診で33名中1ち名有 

所見は極端に多いと渡辺氏(健診センター- 

天下りした元労災審査官)の意見あり。⑤明日 

は9時に局へ出勤して待っている。

(どうも通して考えると局は、①労災になりた 

ければX写真をとれ,②その過程で死んでも 

その責任は負いきれないし、また、業務外になっ 

ても知らないということのようであった。)

あまり暗いことだけ書いてきたので.一転し 

て監督旅費の実態を紹介しよう。この頃の示 

達予算は月6,600円平均であったが、実態は 

以下のとおりであった。月は1977年である。

月 実績 予算支払 不足

4 9,520 円 8,220 円 1,300円
5 7,430 円 6,130円 1,300円
6 6,560 円 6,560 円 〇

7 4,585 円 4,585 円 〇

8 8,170 円 8,170 円 〇

9 6,410 円 6,410 円 〇

不足分が少ないのは、次の理由による。

1. 行田市内の監督は5時間未満で終了す 

るので、労働省所管国家公務員等の旅費 

取扱規程18榮1項1号イの規定によりゼロ 

となる。

2. 官車に2人以上乗車して監督に行く場合

監督官のみを通常の予算で計算する。例え 

ば、加須市出張の場合は、5等級では電車 

出張なら1人620円であるが、官車出張な 

ら1人1,300円なので、これを上手に組み合 

わせることになる。

3.災害調査とか、災害監督は一般会計の 

予算を使用せず、労災保険の特別会計の 

予算を使用する。

参考までに、昭和51年度の旅費の示達予 

算は以下のiおりであり、労災保険特別会計 

の比重が大きいことが分かる。

一般会計

206,500 円
労災保険特別会計

-463,050 円
讷訳) (内訳)

(昭 52.3.31残) (昭 52.3.31残)

職員旅費 職員旅費

25,100 円 (670) 69,950 円(5,650)
監督旅費 委員旅費

86,000 円 ¢6,621) 58,000円(4,070)
検査旅費 職員旅費(施設)

56,900 円 ¢816) 56,100 円(3,665)
証人旅費 委員旅費(施設)

30,300円 (0) 3,000円 (50)
職員旅費(統計) 徴収職員旅費

5,000 円 (〇) 202,000 円(4,990)
委員旅費 滞納職員旅費

3,200円 (〇) 74,000 円(6,4〇〇)

徴収職員旅費の大きさには驚くほかはない。 

これは、局への保険料徴収事務連絡や、他局

や他署の徴収事務の見学にも使用できた。実

は、このように徴収関係の予算が多いのは税

務署等でも同じで、主計局の予算査定が通り

やすいのかもしれない。
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ハニフさん通勤災害認定の知らせを受けて

三井貴也
カラパオの会

「モハマド•ハニフさんの事故 

を通勤災害と認定する方向でま 

とまった」との連絡を2月1日、神 

奈川•鶴見労働基準監督署から 

受けた。この相談を引き受けて 

からすでに10か月が経過してい 

た。長く抱えてきた問題が解決し 

たら喜びがこみ上げてくるものな 

のかもしれないが、私はそんな 

ことはなかった。経験未熟なボラ 

ンティアにこのケースは荷が重 

すぎ、歓喜を爆発させる余裕な 

どなかったということなのだと思う。 

ただ時間が経つにつれ、深い安 

堵感が湧いてはきたが…。

「経験未熟なボランティア」とい 

うのは謙遜ではない。ハニフさん 

の事故は私が担当した初めての 

「労災」だったのだ。初心者が担 

当したかりに、認定されるはず 

の事例も、されないで終わっては 

どうしようもない。受け持った当 

初から私は強い重圧を覚え、W 
奈川労働職業病センターの西田 

さんや神奈川シティユニオンの 

村山さんらに何度となく教えを乞 

うた。だがそれでも、完全には失 

敗を避けることができなかった。 

®交通事故で意識不明に

高額の治療費…

写真のプリントエ場に勤めて 

いたパキスタン人モハマド•ハニ 

フさん(35歳)は昨年3月17日、

休憩時間中に食事をとるためバ 

イクで外出したところ、交差点で 

乗用車と衝突、脳内出血の重傷 

を負った。「済生会神奈川県病 

院」に運ばれ、直ちに手術を受 

けたが意識は回復せず、そのま 

ま植物人間状態となってしまった。 

診断名は「外傷性くも膜下出血• 

硬膜下血腫.!である。

ハニフさんも、自分の国にい 

ては家族を養うだけの賃金を得 

られず,日本に出稼ぎに来るこ 

とを余儀なくされた数多い滞日外 

国人のひとりだった。会社の同僚 

であるだけでなく同じアパートに 

起居するイスマイルさんによると、 

父親を亡くしたハニフさんは家族 

の中の唯一の働き手として、カラ 

チに暮らす高齢の母親と3人の 

姉妹に毎月かなりの額のお金を 

送っていた。その送金が突然途 

切れたら彼女たちはどうなるのか 

…。それに、私たちに事故の知 

らせがあった時点で、かかった 

治療費•入院費はすでに800万 

円に達していた。このまま治療を 

続ければ月100万円ずつ積み 

上がっていく計算だ。

何をするべきか。まず十全な 

環境で適切な治療-療養を受け 

させなければならない。その点、 

収容先は申し分のない病院であ 

る。日々の看護のためにハニフ 

さんのお姉さんに来日もしても 

らった。だが、今回のように金銭 

的損失が巨額にのぼるケースに 

おいて私たちがやれる最大のこ 

とは、いかにしてその補償を勝ち ' 

取るかに禄きる。ひとつは事故 

の相手方である運転手に損害の 

賠償を請求することが考えられ 

る。東京共同法律事務所の鬼束 

弁護士に請求を依頼したが、素 

人目にも損害賠償の獲得は至 

難とみえた。「自分に落ち度はな 

い。赤信号なのに飛び出してき 

たハニフさんが100%悪い」と相 

手方は主張している。

本来ならこちら側も自らの主 

張を展開しなけれは'ならない。し 

かし、ハニフさんの意識がないた 

め、それができないのだ_。これで 

は「欠席裁判」になってしまう。

「こちらに有利な目撃者が現 

われない限り,過失相殺されて、 

得られるはずの賠償金がかなり 

減額されてしまう公算が大きい」 

との鬼束氏の説明を聞き、何と 

してももうひとつの補償である労 

災の認定を獲得しなければなら 

ないことを強く意識した。 

•労災認定をめざす

とてもひとりでは担い切れない 

ことを悟り、カラバオの会のメン 

バーのみならず、神奈川県の他 

団体にも協力を要請し、「モハマ 
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ド•ハニフさんを支える会」を立ち 

上げた。呼びかけ人として、天明 

佳臣(神奈川県勤労者医療生 

協-港町診療所所長)•長島弘之 

(済生会神奈川県病院ソーシャ 

ルワーカー)：西田隆重(神奈川 

労災職業病センター)•村山敏(神 

奈J丨レティユニオン)の各氏が洛 

を連ね,賛同団体として「神奈川 

人権センター」や「横浜教区•滞 

日外国人と連帯する会」などが参 

加して下さることになった。

では、モハマド■ハニフさんの 

事故は業務上の労災と認定され 

る余地はあるのだろうか。業務 

上•業務外の判断を下すポイン 

卜は、彼が休憩時間中に夜食を 

とるために外出し、その際に生じ 

た事故だった、という点にある。 

-方、労働省が監修した「業務災 

害及び通勤災害認定の理論と実 

際」によると、休憩時間中だとし 

ても用便等の生理的必要行為や 

作業と閧連がある各種の必要行 

為•合理的行為は事業主の支配 

下にある限り、業務付随行為で 

あり、業務上と解するのが一般 

に相当、とある。つまり休憩時間 

の食事をとるための外出が業務 

の遂行上、いかに必要であり、 

なおかつそれがいかに事業主の 

意思によって掣肘を受ける中で 

の行為だったのかを明らかにし 

ていかなければならない。

夕方5時ごろ出社し、その日の 

注文分が仕上がる翌朝2時〜4 
時ごろまで働二7$んは日頃、 

午後9時〜1◦時に30分間の休 

憩をとっていた。10時間におよぶ 

長時間勤務のため、この間に食 

事をとる習慣だった。工場に食堂 

の施設はなかった。「自分もハニ 

フさんも休憩時間中の食事は弁 

当を持参したり、バイクで2〜3分 

のコンビニェンスストアへパンを買 

いに行ったりしていた」と同僚のイ 

スマイルさんは語った。弁当を持 

参する割合が7割•コンビニへ行 

くのが3割くらいだったという。そ 

の日はたまたま弁当を持ってきて 

おらず、コンビニへ買い物に行こ 

うとしていて事故にあったというこ 

とのようだ。(実はこの証言には 

重要な事実が欠けており、この欠 

落部分の発見が後の労基署交 

渉における最大の転機となるの 

だが、詳細は後述する。)では、 

他の日本人従業員は休憩時間 

中どういう行動をとっていたのか。 

それを述べる前に、この写真 

プリントエ場の勤務形態につい 

てふれなければならない。工場 

が昼夜通して稼働を続けるため、 

従業員の勤務形態は早出■昼か 

ら•夜勤•翌朝までの徹夜勤務と 

様々であり、勤務時間も5時間程 

度の短時間あれば10時間以上 

の長時間勤務者もいた。こうした 

形態であるがゆえ,休憩は一斉 

ではなく、所属長に許可を得てそ 

れぞれの都合で取ることになっ 

ていた。休憩の長さも15分の者 

もいれば30分の者もおり、賃金 

から差し引かれるのを嫌って休憩 

をとらない者までいる。さらに休憩 

時間中、皆が必ずしも食事をとる 

とは限らないとのことだった。

こうした統一性のなさに困惑し 

つつも事業主からのたび重なる 

聞き取りによって、次のことが明 

らかになった。たしかに勤務時間 

も休憩のしかた■食事の取り方も 

各自バラバラではあるが、長時 

間•徹夜勤務の者に限っていえ 

ば、ハニフさん同様、30分間休 

憩し、その間に莜食を食べてい 

た。しかもほとんどの者がハニフ 

さんのごとぐ外に弁当を買いに 

出ていたのである。ただ労基署 

交渉に臨むにあたって、十分な 

注釈を加えなければならない事 

情があった。これら夜食をとる日 

本人従業員は皆、徒歩1分の場 

所にある弁当屋に買いにいって 

いたが、ハニフさん(イスマイル 

さんも)だけがバイクで2〜3分 

の距離にあるコンビニへ赴いて 

いた。なぜかと言うと、宗教上の 

理由からだった。イスラム教徒で 

あるハニフさんはその戒律上、 

豚肉の摂取を禁じられている。 

のみならず、他の動物の肉で 

あっても、同じイスラム教徒が調 

理した肉料理でなければ食べる 

ことはできない。弁当屋(いわゆ 

るホカ弁屋)にあるメニューを思 

い浮かべれば、自身で調理する 

か、コンビニで肉の入っていない 

食べ物を購入するかしかハニフ 

さんには選択の余地はなかった。 

言うまでもないことだが、ビザ 

の期限を越えて日本で暮らす外 

国人にも日本の労働法は適用 

される。法的に「労働者」として存 

在する限り、日本人労働者と同 

等の扱いを享受しうるということ 

だ。であるならば、文化や生活習 

慣の違いによって彼らが被る制 

約は、当然考慮されてゆかなけ 

ればならない。こうした制約は 

往々にして、この国で就労してい 

くうえでハンディに転化するのだ 

から。このことを克服してやっと、
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外国人労働者を日本人と法的に 

対等に遇していると、日本の労 

働省は胸を張れるはずだ。今回 

の申請に当たっては、外国人労 

働者に対する意識の転換をも労 

基署に促したかった。

そうこうするうちに時は刻々と 

流れ、鶴見労基署に書類を提出 

するのに何と4か月もかかって 

しまった。ひとつには、労災手続 

の初心者である悲しさ、何をどう 

調べるべきなのか皆目分から 

ず、いちいち「専門家」諸氏から 

アドバイスを受けなければ前へ 

進めなかったということがある。 

だが、それ以上に手続を進める 

にあたっての私の判断ミスが遅 

延の原因となった。ハニフさんが 

勤めていた工場には事務処理部 

門がない。このため北九州市に 

ある本社へ申請書類を送付しな 

ければならなかったのだが,何 

日たっても戻ってこなかった。本 

来なら現場責任者や本社の社長 

に抗議するべきであったにもか 

かわらず、私はそれをやらなかっ 

た。業務上認定の困難な災害で 

あっただけに、その証言者となる 

であろう現場責任者との友好な 

関係を崩したくなかったからだ。 

後述するが、実はこの事業所は 

重大な労基法違反を犯じrおり、 

このことがハニフさんの事故と密 

接に絡んでいた。つまり労基法 

に疎いがために、現場責任者に 

対して「圧」をかけながら迅速に 

進めてよいケー•スであることが 

悟れず、私はいたずらに時間を 

空費してしまったのだった。 

•業務災害か通勤災害か

1998年10月；7日。第1回鶴

見労基署交渉。十数名で交渉に 

望んだ私たちに対し,鶴見労基 

署は労災課長とその部下の2名 

で対応。こちらの人数の多さと、 

外国人の労災問題に精通する 

面々が参加していることに、ふた 

りは縮み上がっているように見 

えた。交渉も一方的に私たちの 

ペースで進んだ。これは業務上 

の災害である、と口々に主張す 

る私たちに対して、鶴見労基署 

側は一片の反証も述べることが 

できなかった。このまま押し切る 

ことができるのでは、とメンバー 

の誰しもが感じたことだろう。

鶴見労基署との次の交渉日が 

数日に迫ったある日、シティユニ 

オンの村山さんが「ところで事故 

当日、同僚のイスマイルさんはど 

こで夜食をとったんだろう」と尋ね 

てきた。そのようなことに一度も疑 

問をいだかなかった私は、返答す 

ることができなかった。八ニフさん 

と同居していた人のことなのだか 

ら調べておくべきだと忠告された。 

イスマイルさんに連絡し、あらた 

めて話を聞いて私は仰天した。事 

故のあった3月17日、イスマイノレ 

さんは休憩時間中、帰宅して食事 

をとっていたのである。その日、彼 

らの家には食事の用意がされて 

あった！だとすればハニフさん 

だってコンビニではなぐ帰宅して 

食事をとった公算一す^わち通勤 

災害の可能性ががぜん高まるで 

はないか。コンビニと2人のアパー 

卜とは同一経路上にある。だから 

ハニフさんが意識を取り戻してロ 

を開かない限り真相は分からな 

い。しかし、不都合なことがバレた 

際に誰もが発するきまりの悪そう 

な彼の口調を耳にして、「ハニフ 

さんは帰宅したのだ」との私の思 

いは嫌でも強まった(注)。 

(注)イスマイルさんへのその後 

の聞き取り調査の結果、以下 

のことが明らかになり、私たち 

は最終的にハニフさんの帰宅 

を確信するに至った。

1.2人ともコンビニのパンなど 

よりも、自身で調理したカレー 

料理を好んでいた。コンビニに 

行くことは実はきわめて稀れ 

だった。

2. 事故前の数日間は毎日、 

帰宅して食事をとっていた。

3. 事故当日の朝、ハニフさん 

自らが調理している。しかも彼 

の好物の食材を使って。 

イスマイルさんはなぜ「事実」

を隠そうとしたのだろうか。それ 

は、休憩時間中に帰宅して食事 

していたことが明るみに出れば 

労災がフィになると思い込んで 

いたからだった。これをイスマイ 

ルさんの過誤と決めつけること 

はできない。この私自身が通勤 

災害の可能性を少しも追求しよ 

うとしてこなかったのだから。この 

ときばかりは自分の無知を嘆く気 

にさえなれなかった。ほんの少し 

の失策で「業務外」の判を押され 

そうな事例を、素人が担わなけ 

ればならないという理不尽さに正 

直、怒りが込み上げてきた。

「通勤災害」ではなく「業務災 

害」という体裁で、鶴見労基署に 

はすでに書類を提出してある。 

しかも次の交渉日はすぐそこに 

まで迫っている。「通災」獲得一 

本に絞り、こちらの主張をあらた 

めて根本から組み直すには時間 
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がなさすぎた。「労災」「通災」両 

ニラミで意見を展開していくしか 

ない、というのが「支える会」の会 

議の結論だった。

「支える会」の他のメンバーに 

も多少の動揺はあった。しかし、 

鬼束弁護士と村山さんとが私の 

失態を補って余りあるかのような 

労災認定のための強力な論拠を 

示してくれた。労基法第34条に 

は、8時間以上勤務する者には 

1時間以上の休憩を与えなけれ 

ばならない、とある。30分間に過 

ぎないハニフさんの休憩は、法的 

には「休憩時間」と呼ぶことは到 

底できない。この短さからいえば、 

むしろ「準業務時間」とでも言うベ 

きではないか。だとすれば、ハニ 

フさんの被災を業務外と断定す 

ることはできないはずだ、というの 

だ。さらに、事業所の労基法違 

反を見逃した鶴見労基署の監督 

責任も問うべきで、このことが認 

定獲得へ向けての援護射撃に 

なるだろうとも指摘してくれた。

ふたりの提起によって、私たち 

の主張はより強固なものとなった 

といえるだろう。労災一業務上認 

定に不可欠なチェックポイントの 

ひとつである「事業主の労働者 

に対する支配性」を私たちは裏 

付けられないままでいた。工場 

の現場責任者は、ハニフさんが 

休憩時間中、どこへ行っていた 

かを漠然としか知らなかった。だ 

からハニフさんが強力な支配下 

にあったとは言い切れない気が 

していたのだ。だが、彼らの指摘 

は「支配jの解釈問題を越えて、 

休憩時間の短さから労働者への 

支配の強さを証してくれる。30分 

の間に身体を休めるだけでなく 

食事までするというのは、いかに 

も慌ただしい。この慌ただしさ一 

自由の無さにこそ、事業主の支 

配の強さが現われている。こうし 

た論理展開に,鶴見労働基署が 

有効な反論を加えられるとはとて 

も思えなかった。

•支給の可能性高まる中で

10月22日。第2回交渉。爬虫 

類のような目つきをした痩せた男 

性が部屋に入ってきた。鶴見労 

働基準監督署の次長だった。上 

司が同席して心強いのか、労災 

課長らの表情も前回と打ってか 

わって落ち着きを取り戻しており、 

ある険しささえ漂わせていた。イ 

ヤな予感がした。長時間にわた 

る私たちの主張を聞き終えて、労 

災課長が抑揚のない声で話し始 

めた。「モハマド■ハニフさんの災 

害は、①業務時間外に発生した 

事故だった。②しかも事業所の 

構外で起きた事故だった。③業 

務内容とは直接には関わらない 

交通事故だった。この3点から、 

今回の災害を業務上とは認め難 

い一」。これだけだった。

一瞬シンとなったあと、私たち 

は口々に「反論」しようとした。い 

や「反論」というのは正確ではな 

い。ある「論」に対して反駁する 

のが「反論」であるはずだが、労 

災課長の謂いには「論」のかけ 

らも見つからなかった。「業務外 

判定の根拠」の筋道立った説明 

を、私たちは求め続けたDしかし 

どう言い募っても、労基署側は 

冒頭の3つの事由を繰り返すば 

かりだった。「両者の主張は並行 

線をたどった」という言い方があ 

るが、こうした表現でたとえられる 

ことさえ嫌悪を覚える。私たちが 

望んだ真摯な議論を一方的に拒 

絶したのは、ひとえに鶴見労基 

署のほうなのだから。真正面か 

らの議論を期待した私が甘かっ 

た。正論を平然と無視し、力づく 

で抑えつけるからこそ「権力」な 

のだ。そのことを思い知らされた。 

このまま交渉を続けても労災 

としての認定はおぼつかない。 

これは明らかだった。通災認定 

のための調査を鶴見労基署に要 

求して私たちは交渉を終えたが、 

これとても、ちょっと引っ張れ

ちぎれてしまいそうなか細い可能 

性のようにしか感じられなかった。 

ハニフさんはひとつまみの枯枝 

のように痩せて細ってしまった。 

未払いの医療費はすでに1,500 
万円を越えようとしていた。ハニ 

フさんの同僚であるイスマイルさ 

んへの鶴見労基署による事情聴 

取の日が間近に迫っていた。イ 

スマイルさんがきちんと対応でき 

るよう支援しなければならない。 

しかし、気力が湧いてこなかった。 

火が消えそうになっている私 

とは対照的に、「支える会」の他 

のメンバーが精力的に動き始め 

た。カラバオの会の宮越さんが、 

事情聴取にあたって何に注意す 

べきかをイスマイルさんに丁寧 

に説明してくれた。聴取に対して 

ウソを述べるわけではない。イ 

スマイルさん自身、ハニフさんの 

帰宅を確信しているのだから。た 

だ、なぜハニフさんの帰宅が確 

かな事実なのかを具体的に証言 

する必要はあった。そのための 

記憶の整理は欠かせない。周到
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な彼女の解説に私は感嘆するほ 

かなかった。初めての体験にお 

そらく不安であったろうイスマイル 

さんに、英語の通訳者としてっき 

そってくれたのは、同じカラバオ 

の会の今泉さんだった。そして何 

よりも、当のイスマイルさんの緊 

張はどれほどのものだったろう。 

親友であるハニフさんとその家族 

の運命は彼の証言いかんで決 

まってしまう。聴取を受ける前、 

「(この聴取は)アッラーが私に与 

えた人生最大の試練だ」と彼が 

語っていたことを後になって知っ 

た。「モハマド•ハニフさんを支え 

る会」はたくさんの人々によって 

担われてきたが、通災認定のた 

めの突破口を開いたのはこの3 
名の方々だったと私は思う。 

•認定をめぐって思うこと

冬がきた。イスマイルさんの事 

情聴取の日から3か月近くが過 

ぎようとしていた。相談が持ち込 

まれて以来ほとんど毎日、ハニ 

フさんのことを考え続けてきた。 

鶴見労基署の決定を待っことな 

ど何ほどのことはなかったが、一 

進一退を繰り返すハニフさんの 

容態の方は心配でならなかった。 

ハニフさんの母親は彼の帰国を 

心待ちにしている。インフルエン 

ザにでも罹って万が一のこどで 

もあったらどうすればよいのか 

…。だが、労基署に「人道的措 

置」など求めてもムダだというこ 

とは私にもよく分かっていた。

1999年2月1日,鶴見労基署 

から、ハニフさんの通災認定の 

報が私の携帯電話に入った。追 

加調査をしてみたが、イスマイル 

さんの証言を疑うに足る事実が 

出てこなかった、というのが認定 

の主因らしい。拍子抜けとはこ 

のことだ。労災認定の困難さとの 

この落差はいったい何なのか。 

新聞報道をみてみよう。神奈川 

新聞や日本経済新聞■ジャパン 

タイムズなど各紙は「宗教上の理 

由による帰宅」と判断されたこと 

が、認定のおもな理由だと書く。 

だが、私は疑わしいと考えてい 

る。鶴見労基署が、滞日外国人 

労働者に対してそのような「温情」 

を持ち合わせる役所だとでもい 

うのだろうか。ハニフさんの宗教 

上の制約について考慮する気が 

少しでもあるのなら,労災の当否 

を明らかにするあれらの交渉を、 

ゴミ袋でも放るように打ち捨てる 

はずがない/ではないか。彼らの 

姿声は「異文化への寛容」を云々 

で¥る次元になど断じてなかった。 

では通災認定の真の理由は 

何か。交渉のたびに「痛撃」され 

てきたことに嫌気がさし、「支える 

会」にこれ以上かかずらわれた 

■くない、と考えたのかもしれない。 

マス:^で広く報じられただけでな 

く、病院に莫大な未払い医療費 

力?残っていることをも考慮したと 

き、通念上、どこかで落としどこ 

ろを見い出さざるを得なくなった 

事情も絡んでいるだろう。だが、 

こうしたこと以上に鶴見労基署一 

というより日本の労働省の意思 

が水面下で強く働いたのではな 

いかと私には思える。1
「休憩時間中•事業所構外の 

被災」はこれまでその業務上外 

判断をめぐって、幾度となく紛議 

をくり返してきた。「労■官」がにら 

み合ったまま動かない最前線上 

で、左右に揺れる微妙なケース 

だった。ハニフさんの労災を認め 

ることは、すなわち「官」の前線か 

らの一歩後退を意味する。それ 

だけは何としても避けなければ 

ならない…深いところで労働省 

のこうした論理が働いたのでは 

ないだろうか。加えて、労働省予 

算の帳尻合わせへ配慮も為され 

なければ'ならなかったのだろう。 

ハニフさんのような災害を「業務 

上」と判断してしまっては今後、無 

視できない件数にのぼるであろ 

う同様な被災をも認定せざるを 

得なくなる。あまたの労働者が休 

憩時間中に外出■外食している 

のが日本の現状なのだから。そ 

れが通勤災害の認定程度で済 

むのであれば安いものだ。いま 

どき、帰宅して食事をとる者など 

とるに足らない員数ではないか

醐

モハマド•ハニフさんの通災は 

たしかに認定された。が、労災認 

定をめぐる争論が封殺されてし 

まったことを私は心から残念に 

思う。「ハニフさんの外出は、な 

ぜ業務に必要な行為でないとい 

えるのか」、「30分の休憩がどう 

して法的に適正な『休憩時間』と 

位置づけられるのか」、「事業所 

の労基法違反を放置していた責 

任を鶴見労基署はどうど6つも 

りなのか」一労基署と事業所の過 

失を証すはずのこれら糾問はい 

つ,までも発し続けられなければ 

ならない。血を流し道路に横た 

わった彼を、せめて慰謝 

したいと願うのならば。

(「神奈川労災職業病ニュース」

より転載)
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毎年110万件の労災死亡
IL〇癰技術進歩に伴い変化する危険

ジュネーブ(ILOニュース)

世界労働機闘(ILO)の推計 

によれば、世界中で毎年、W0万 

件をこす労働に関連した死亡が 

発生し,数億の労働者が労働災 

害や有害物質への職業上曝露 

に被災していると、ILOの安全衛 

生プログラムチーフは本日(4月 
12日)、サンパウロで開催された 

第15回世界労働安全衛生会議 

のオープニングで参集した各国 

の代表たちを前に語った。

佥議の冒頭セッションのスピー 

チで、ILOの安全衛生プログラ 

ムチーフの Dr. Jukka Takala 
は、110万件の死亡という労働 

現場における犠牲者は、交通事 

故(999,000),戦争(502,000)、 

暴力(563,000)およびHIV/Ai 
DS (312,000)による毎年平均 

の死亡を上回っている。これら 

の死亡のおよそ4分の1が、が 

んや心血管、呼吸器茶や神経系 

の疾患のような重篤な病気を引 

き起こす有害物質に曝露した結 

果によるものである。労働関連 

疾患は2020年までに倍増する 

ものと予測されており、もし現時 

点で改善が実施されなければ、 

今日曝露したことによって2020 
年まで人々が死亡することにな 

るだろう、と彼は警告した。

さらに、控えめな推計によって 

も、毎年、2億5千万件の労働災 

害および1億6千万件の職業病 

に労働者が被災している、と彼 

は語った。彼は、農業、林業、漁 

業や鉱業のような一世界で最も 

危険な産業のいつかである一 

一次産業または採収産業に労働 

者数の大部分が集中している開 

発途上国において、死亡および 

傷害がとりわけ甚大な損失をも 

たらしていると語った。

また、IL〇によれば、もし利用 

可能な安全慣行や適切な情報が 

利用されたならば、約60万の生 

命は救われたであろうという。 

■毎年、2億5千万件の休業災 

害が発生しており、これは、毎 

日685,000件、毎分475件、 

毎秒8件に相当する。 

■1,200万人の児童労働者が労 

働災害に被災しており、その 

うちの12,00〇件が致死的なも 

のと推定されている。

•毎日3,000名、毎分2名の労 

働者が、仕事によって殺され 

ている。

■アスベストだけで、毎年、10万 

名以上の労働者を殺している。

IL〇の推計は、先進産業化諸 

国における死者率は、中央■東 

ヨーロッパ、中国、インドのほとん 

ど半分であることを示している。 

ラテンアメリカやカリブ海地域に 

おいては、死者率は産業化睹国 

の4倍にはねあがる。一定の危 

険な仕事は1〇倍から100倍もリ 

スクが高くなる。開発途上諸国の 

建設現場は,産業化諸国におけ 

るよりも10倍も危険である。

産業化諸国においては、労働 

態様の構造上の変化や、災害が 

発生した場合に生命を救うことに 

なる改善された応急手当や救急 

医療を含めて、労働現場をより 

健康的かつ安全にするために現 

実に実施された改善の結果とし 

て、重大な傷害のはっきりした減 

少を示した。しかしながら、労働 

態様の変化は、筋骨格系問題、 

ストレス■メンタ;レ問題、ぜんそく‘ 

アレルギー反応、アスベスト、放 

射線や化学物質のような有害• 

発がん物質曝露に起因する諸 

問題等の、新たな職業上の危険 

を生じさせつつある。

癰怠慢は高くつく

職業性または労働関連性の傷 

害■疾病の経済的コストは、急速 

に増大しつつある。ILOの専門 

家は、「人間の生命の価値を評 

価することは不可能であるが、 

補償統計は、世界中の国民総生 

産の約4%が、休業、療養、障 

害、遺族給付としての疾病のコ 

ストとして消失してしまっているこ 

とを示している」と言っている。労 

働関連性の傷害•疾病によって 

喪失している国民総生産は、ア 

フリカ、アラブ、南アジア諸国の 

国民総生産の合計よりも多く、ま 

た、世界中の開発途上諸国に対 

する公的開発援助資金の合わ 

せたよりも多い。
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深刻な物資の不足と不十分な 

医療施設に加えて、開発途上諸 

国のかかえる問題は、急速な産 

業化と都市への人口集中により 

複合されたものである。Mr. Taka 
laによれば、グローバリゼーショ 

ンという状況のもとでは、新たな、 

しばしばインフォーマルで危険な、 

産業が新たに起こり,産業労働 

の経験がないままに労働者を引 

きつけつつある。十分な住宅家 

屋を供給できないために、工場 

や工業地帯の開発が遅れること 

がある。

インフラストラクチャーのニー 

ズは、住宅、道路、ダム、発電- 

通信施設等々の多様な分野に 

おいて、別の危険な業務である 

建設作業を増大させ、多数の利 

益をもたらすが、同時に,交通、 

騒音、ストレス、間違って使用さ 

れたり不適切に廃棄されたら危 

険な可能性のある新製品やおび 

ただしい数の化学物質•合成化 

学物質等の、現代的な産業社会 

に付随した諸問題をももたらす。 

開発途上諸国における玩具や 

織物あるいは同種の工場が引 

き起こした多数の火事が証明し 

ているように、少ない投資資本 

をめぐる激烈な競争は、安全衛 

生や環境に対する配慮を無視す 

る結果をもたらす可能性がある。 

労働安全衛生のカバーする範 

囲は世界の異なる地域によって 

非常に多様であるとILOでは 

言っており、例えば、開発途上諸 

国の多ぐは何らかの対象となっ 

ているのは1〇%かそれ未満の労 

働者にすぎないようであるのに 

対して、ノルディック諸国では労 

働者全体をカバーしている。産 

業化諸国の多ぐTさえも、労働災 

害•職業病の対象範囲は全労動 

力のおそらく半分だけであろう。 

•安全を改善する戦略

全ての労働者に対する可能な 

限り広く適用するための議論が 

行われているにせよ、IL◦では、 

各国が直面している異なった状 

況に照らして、労働安全衛生を 

改善するための多様な戦略が必 

要とされていると考えている。産 

業化諸国においては、優先順位 

は、不十分な労働現場の労使関 

係やマネジメントと関連した心理 

学的ファクター、反復する高度に 

技術的な仕事による精神的、身 

体的影響、化学物質を含め新た 

な技術や物質を取り扱った情報、 

に焦点を当てる必要がある。

産業化しつつある諸国におい 

ては、優先順位は、農業、漁業, 

林業のような第一次産業におけ 

る安全衛生慣行の改善、火事や 

有害物質の漏洩等の産業災軎 

の防止、インフォーマルな労働 

現場や家内産業等の.あるい 

は,非常に有害で毎年多数の不 

必要な早すぎる死亡を弓Iき起こ 

しているシリカ粉じん曝露等の伝 

統的な事故や疾病の防止、に焦 

点を当てる必要がある。

「産業化のレベルのいかなる 

国においても」とDr. Takalaは 

語った。「労働者の死亡および傷 

害のかなりの部分は,安全衛生 

に関する情報の不十分さに帰す 

ることができる」。彼は、安全衛 

生に関する情報およびネット 

ワーキングを改善するための、 

たさんのILOのプログラムーそ 

のうちのいくつかは、世界保健 

機関(WHO),国連環境計画 

(UNEP)と協力して開発したもの 

一について概説した。

これらのプログラムには、労 

働現場における化学物質の特 

性に関する明確で標準化された 

情報を開発、翻訳、流布するこ 

とを目的とした国際化学物質安 

全性評価計画(IPCS)を含んで 

いる。ILOではまた、広範なリ 

サーチを引き受け、昨年最新の 

第4版が出版された4,000頁の 

ILO労働安全衛生エンサイクロ 

ペディアを含め、多数の出版物 

を発行している。

彼は、化学物質安全プログラ 

ムから、中国における零細鉱 

山、中央アメリカにおける農薬安 

全イニシアティブ、アフリカ全土に 

おける労働安全衛生情報キャン 

ペーンに至るまでの、開発途上 

諸国における多数の取り組みの 

実例をあげた。

Dr. Takalaは、会議の参加者 

たちに、労働安全衛生を改善す 

るための具体的な目標を設定す 

るよう促した。これには、政策や 

規則の改善、労働衛生サービス 

のより広い利用可能性、インフ 

ラストラクチャーの改善,人材、 

よりよい記録■通知システム等が 

含まれる。「改善された安全文化 

とは、ある程度は資源や技術の 

問題である.が、何よりも、労働現 

場の現在のまた変化しつつある 

危険性に立ち向かうなかでの、

よりよい情報、マネジメント、高度 

に倫理的な基準を必要とする」 

と、Dr. Takalaは語った。
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Iし〇は、労働安全に関する第 

155号および労働衛生サービス 

に関する第161号の枠組み条約 

ような基本的な労働安全衛生条 

約が、最低基準として考慮されな 

ければならないことを強調してい 

る。さらに、Global Safe Work 
Programmeが、労働安全衛生

に関する知識、アドヴォカシー、 

サービスを提供し、また、これを 

地球的、国際的、国内的に重要 

な議題としていくために、_ 

着手されつつある。 SL12
* この原文は.http://www.ilo. 

org/public/english/235press/
pr/1999/9.htmで入手できる。

連続で過去最少となった。

しかしながら、いまなお、労働 

災害による被災者は、年間60万 

人近い状況にあり、死亡災害に 

ついても、年間1,800人を超える 

状況にある。また、咋年来の橋 

梁工事現場における架設桁落 

下災害や列車との接車災害等、 

一度に多数の労働者が被災す 

令災害も後を絶っていない。この 

ため労働省では、今後とも、第9 
次労働災害防止計画に基づき、 

死亡災害を含め労働災害をさら 

に減少させるための対策の一層 

の推進を図ることとしている。

死亡災害が過去最少となった

日本は初めて2千人を下回る 
労働省⑮平成1〇年度の死亡災害

労働省は4月22日、平 

成10(1998)年における死 

亡災害の発生状況につい 

て発表した。その内容は、以 

下のとおり。

XXX

平成10年に労働災害に 

よって亡くなった方は、1,844 
人であった。

平成1〇年の労働災害に 

よる死亡者数は、過去最少 

を記録した平成9年に比較 

して234人、11,3%減少し、 

初めて2,000人台を割り込 

んだ。

業種別にみると、建設業 

における死亡者数が725人 

(全体の39.3%)、次いで製 

造業が305人(同16.5%), 
陸上貨物運送事業が225 
人(同12.2%)となっており、 

業種別では依然として建設 

業が最も多く発生している 

が、建設業、製造業におい 

ては、全産業と同榭こ2年

業種別死亡災害発生状況(平成元年〜1〇年>

平成 10年
構成比

(%)
9年 構成比

(%)
8年

構成比

(%)
7年 構成比

⑶
6年

構成比

⑶

全産業 1,844 100.0 2,078 100.0 2363 】00.0 2,414 100.0 2,301 100.0

製造業 305 16.5 351 16.9 05 17.1 417 173 09 17.8

鉱業 29 1.6 40 1.9 32 1.4 45 1.9 27 1.2

建設業 725 393 848 40,8 1,001 42.4 1,021 4Z3 942 40,9

交通運 

輸事業
47 25 38 1.8 36 1.5 47 1.9 47 2.0

睦上貨

物運送

事業

225 122 290 14,0 333 14.1 312 129 292 12/7

港湾

荷役業
19 W 17 0.8 28 1.2 20 0.8 15 0.7

林業 69 3.7 56 2.7 80 34 74 3.1 83 3.6

その他 425 23.0 438 21.1 448 19.0 478 19.8 456 21.1

資料出所：労働省「死亡災害報告j

平成 5年
構成比

(%)
4年

構成比

(%)
3年

構成比

(%)
2年

構成比

(%)
元年

構成比

(%)
全産業 2,245 100.0 2,354 100.0 2,489 100.0 2^550 1 2,419 100.0

製造業 414 18.4 392 16,7 448 18.0 447 17-5 431 17.8
鉱業 36 1.6 41 17 46 1.8 44 1.7 46 1.9

建設業 953 424 993 422 1,047 421 1,075 422 1,017 42.0

交通運

輸事業
41 1,8 47 2.0 52 21 64 2.5 49 2.0

陸上货

物運送

事業

281 123 270 11.5 292 11.7 311 121 307 12.7

港湾

荷役業
16 0.7 22 0.9 29 1,2 28 1.1 26 1.1

林業 6フ 3.0 88 3.7 33 87 3.4 86 3.6

その他 437 195 501 21.3 494 19.8 492 19.3 457 18.9
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業種、事故の型別死亡災害発生状況

资料出所：労働省「死亡災害報告J
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鉱業 7 〇 〇 1 9 3 5 〇 〇 1 〇 〇 〇 1 〇 〇 2 〇 〇 〇 〇 29
建設業 332 14 2 50 61 33 74 2 2 11 7 10 23 1 〇 3 98 〇 〇 1 1 725

交通運輸事業 2 〇 1 〇 〇 2 4 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 D 21 17 〇 〇 〇 47
陸上貨物運送事業 16 〇 2 8 4 5 25 〇 〇 〇 1 1 1 〇 〇 〇 160 1 〇 〇 1 225
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要因については、最近の景気低迷に 

よる経済活動の低下による影響も考 

えられるものの、このような経済状況 

下にあっても個々の事業場における 

安全衛生管理活動が引き続き積極的 

に展開されていることによるものと考え 

られる。

なお、事業場に対するヒアリング結 

果においても、

① 個々の事業場における各種安全 

対策の定着.

② 最近の景気の低迷による経済活 

動の低下による影響、

③ 経営者の安全衛生意識の向上 

等が挙げられている。

平成10年における死亡災害 

発生状況の概要

1.業種別発生状況
¢1)建設業における死亡者数は725 
人で、全産業に占める割合は39.3 
%となっており、業種別では依然とし 

て最も多く発生している。平成9年と 

比較すると、123人、14.5%減少し、 

過去最少を記録した平成9年に続

事業場におけるヒアリング結果の概要

平成10年における死亡災害減少の要因I二)いて、全国の有力な事業場の安全 

衛生担当者(部長クラス)からヒアリングしたところ、回答結果(複数回答)の概要は 

次のとおりであった,

死亡災害減少の要因として挙げ 

られた内容
製造業 建設業

陸上貨物

運送事業
合計

ヒアリング事業場数 94 72 47 213
①個々の事業場における各種 

安全対策の定着

77
(81,9%)

60
(83.3%)

42
(89.4%)

179
(84.0%)

②最近の景気低迷による経済 

活動の低下る影響

46
(48.9%)

52
(72.2%)

30
(618%)

128
%)

③経営者の安全衛生意識の

向上

6
(6.4%)

42
¢583%)

W
(21.3%)

58
(27.2%)

④切他
27

(28.7%)
24

(33.3%)
6

(12.8%)
57

(26,8%)
※丄.①についての具体例

(製造業)

•労働者の安全衛生意識の向上(安全衛生教育,危険予知活動の定着等) 

•機械設備の本質安全化の進展

(建設業)

•労働者の安全衛生意識の向上(安全衛生敦育の実施、安全施エサイクル,危 

険予知活動の定着等)

-現場の安全衛生管理(体制)、専門工事業者の自主管理の充実 

(陸上貨物運送事業)

•交通労働災害防止のためのガイドラインづく対策の実施 

•経営トンプ等(こは安全パトロールの実施

2.②について,「景気の低迷」が安全衛生管理に与えた影響の具体例 

(製造業)

•良質な労働力を確保できる。

•時間的余裕が■でき、安全対策の充実が図られた。

(建設業)

•良質な労働力•優良な専門工事業者を確保できる。

•職員に余裕力き現場の管理に目力桁き届く。 

(陸上貨物運送事業)

•無理のない走行計画ひり、労働者がゆとりをもって作業祈えるよう(力った。 

•事業者間の選别が厳しった結果,安全衛生対策の推進が図られるように 

なった。

42安全センター情報1999年6月号

各地の揮yj

き、2年連続で過去最少となっ 

た。

(2) 製造業における死亡者数 

は305人で、全産業に占める 

割合は16.5%となっている。平 

成9年と比較すると、46人、 

13.1%減少し、過去最少を記 

録した平成9年に続き、2年連 

続で過去最少となった。

(3) 陸上貨物運送事業におけ 

る死亡者数は225人で、全産 

業に占める割合は12.2%と 

なっている。平成9年と比較す 

ると、65人、22.4%の減少と 

なっている。

2.事故の型別発生状況 

¢1)高所からの「墜落■転落」に 

よる死亡者数は511人(27.7 
%)、「道路上の交通事故」に

よる死亡者数は521人(28.3 
%)で、この2つの災害で全体 

の56%を占めている。

続いて、機械等への「はさ 

まれ巻き込まれる死亡者 

数が261人で、全体の14.2% 
となっている。

¢2)建設業においては、墜落- 

転落による死亡災害の占める 

割合が高く、45.8% (建設業全 

体の725人中332人)となって 

いる。

¢3)陸上貨物運送事業におい 

ては、「道路上の交通事故」に 

よる死亡災害の占める割合が 

高く71.1%¢陸上貨物運送事 

業全体の225人中160人)と 

なっている。

じん肺ホットライン相談の経i
大阪•都会は「じん肺無医村」？

昨年1◦月に関西労働者安全 

センタ™が行った「じん肺-肺が 

ん■アスベストホットライン」の相 

談者の管理区分申請結果がこ 

の間出てきているとともに、現在、 

相談者の知り合い1名、トンネル 

工事従事者2名の随時申請等に 

協力している。

•ハツリ労働者のじん肺

Mさん(47歳男性)は約30年 

間,建設、解体現場でハツリ作 

業についてきたベテランである。 

阪神大震災復興工事中の1995 
年9月から1996年4月まで結核

にかかって入院した。その後もハ 

ツリの現場で働いてきた。ホット 

ラインに電話をするまで、じん肺 

の労災補償については知らな 

かったという。

管理区分申請を大阪労働基 

準局に行い、昨年11月に「管理 

2Jと決定された。さいわいじん肺 

の症状は軽い。ところが、Mさん 

が住んでいる地域はこうしたハ 

ツリ作業労働者が多く居住UTお 

り、じん肺で困っている労働者も 

いるのだということだった。

その後、Mさんの紹介でNさ 

ん(55歳男性)が相談に来られ 

た。Nさんの作業暦はMさんより 

長く約36年。10年ほど前から健 

康診断でじん肺を指摘されてい 

た。最近は、手足がだるい、咳、 

息切れといった症状が強くなって 

いた。過去の健診ではじん肺は 

指摘されても、労災に関する情 

報は会社側からは何もなく、じん 

肺の管理区分申請も経験がな 

かった。2月初旬にMさんと同様 

に、管理区分申請を大阪労基局 

に行った。主治医は療養が必要 

な状態であると判断している。要 

療養と認められれば、労災請求 

の予定である。

2人の申請からわかるように, 

第1に,ハツリ作業者など都市労 

働者のじん肺への労災補償•衛 

生対策が遅れているということで 

ある。第2に、おふたりとも何度 

も医療機関にかかりながら、一 

度もじん肺の療養や補償に関し 

て適切なアドバイスをもらえてい 

ないことである。じん肺に関して 

都会は「無医村同然だ」という人 

もいて、そんな実態を反映してい 

ると思われる。

•トンネル労働者のじん肺

Hさん(58歳男性)は、1957年 

から1961年にかけて4年余り卜 

ンネルエ事などの粉じん作業に 

従事し、その後、製鉄所で約2年 

間働いた経験がある他は、粉じ 

ん職場らしいところでは働いてい 

なかった。ところが.1988年に結 

核で5か月入院した。その後もう 

一度結核で療養したことがあっ 

たが、どちらの時も労災保険の 

ことは知らなかったため、補償は 

受けられなかったという。家族が
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新聞記事を見てホットラインに相

談してこられた。

じん肺健診を受け大阪労基局 

に管理区分申請.3月に「管理 

3のイ」の決定を受け、健康管理 

手帳の交付を申請している。さい 

わい今のところは療養が必要な 

状態ではない。職歴は短くても、 

じん肺という病気はあなどれな 

い。トンネルエ事では主に珪酸 

粉じんに曝露するが、これは最 

も有害性が高いとされているも 

ののひとつなのである。

Iさん(67歳男性)は、1960年 

から約33年間トンネルエ事に従 

事、最近は咳、たん症状に加え 

て階段昇降時など労作時の息切 

れが強ぐ^り、かっての同僚の紹 

介でじん肺健診を受け、居住地 

を管轄する岐阜労基局に管理区 

分申請した。3月、「管理3のイ、 

合併症■続発性気管支炎、要療 

養」の決定を受けた。現在、労災 

請求の手続に入っている。

Kさん(71歳男性)は、1951年 

頃から土木建設工事に従事、と 

くに1951年から1967年にかけ 

て通算6年余りトンネルエ事に 

就労した。じん肺に多発性のう胞 

を合併して現在入院治療中で、 

肺機能が低下じV在宅酸素療法 

を必要としている。福井労基局に 

管理区分申請したところ、3月に 

「管理3のイ」と決定を受けた。し 

かし、主治医は著しい肺機能障 

害があることから療養が必要と 

判断しているにもかかわらず、 

不当にも管理区分決定では「療 

養否」と判定されたため,現在、 

対応を検討しているところだ。 

•断熱保温エ労働者の石綿肺

Mさん(75歳男性)は、1967 
年頃から約23年間、断熱保温 

工事でアスベスト作業に従事し 

た。火力発電所、原子力発電所、 

化学プラントなどの新設、補修に 

たずさわってきた。65歳の時に 

喘息で入院し、じん肺だと主治医 

に言われたが、労災に関する指 

導はなかった。以来、何の手続 

もしたこともなく、管理区分決定 

も一度も受けていなかった。ホッ

トラインに相談に来られて以降、

医療機関への受診、職歴調査な 

ど管理区分申請に向けて準備し 

ている。

いまなおじん肺は最大の職業

病であり、この間の経験をもとfこ

今後さらに相談活動を継続して 

いくとともに,行政、企業に対す 

る取り組みを進めていき

たいと考えている。 國
(関西労働者安全センター)

股関節等の障害を公務外
東京•明確な災害性疾病に不当な決定

東京都大田区職員のKさん 

は、1995年6月20日の昼過ぎ、 

区役所本庁舎内の階段を文書 

を見ながら降りていた。あと2段 

のところで階段が終わったと錯覚 

して足を踏み外しそうになったた 

め、とっさに壁にしがみつき、階 

段に残っている右足で無理に踏 

みとどまろうとした。この時、右足 

を中心に右に身体をひねってし 

まい、右股関節と膝関節に激痛 

を感じた。痛みのためしばらく歩 

行ができず、近医では右股関節、 

膝関節捻挫の診断で、安静にす 

るように言われた。

痛みがとれないため、6月29 
日に日本鋼管病院整形外科に 

入院。「右脛骨骨折後右大腿骨 

頸部不全骨折、右膝捻挫」の診 

断で治療を行った。同時に公務 

災害の認定請求を行い,療養- 

休業補償を受けた。

それでも痛みがとれず、11月 

7日に埼玉医大附属病院整形外 

科教授外來受診、入院精査の上 

で「右股関節臼唇障害、膝蓋大 

腿関節症」の診断を受けた。 

1996年3月18日、右股関節の 

手術を行い、8月19日手術で用 

いたワイヤーを抜去、股関節の 

痛みは初めてなくなり、右臃も動 

かさなければ痛くなくなった。ここ 

で、1995年11月からの治療分 

の追加認定を請求した。

ところが、追加請求から2年間 

返答がなく、突然^^務外決定が 

下された。

理由は、「本件の主たる原因 

は昭和49年9月のオートバイ事 

故によるもので、公務と因果関 

係が認められない。災害発生時 

に転倒したわけではなく、『股関 

節臼唇障害』、『膝蓋大腿関節 

症』を発症させるほどの力が当該 
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部位に作用したとは認められな 

い」という、まったく不当なもので 

あった。

股関節臼唇障害とは、骨盤に 

ある大腿骨の受け皿の部分の 

周囲にある臼蓋唇という軟部組 

織が損傷を受けて起こるもの。 

ひねって力が加わる等で十分損 

傷を起こす可能性がある。交通 

事故による骨折で変形などが 

残っていればなおさら小さい力 

で起こり得る。膝蓋大腿関節症 

は、膝の膝蓋骨と大腿骨の間の 

軟骨が痛んで起こるもので,交 

通事故の傷が基礎的状態で影 

響した可能性はある。しかし、 

1995年の受傷前は股•膝とも痛 

みはなく、この受傷によって発症 

したと考えるのが自然である。

転倒しなくとも「骨折」は公務上

にしておきながら、関節の軟部 

組織損傷なので広い意味では捻 

挫である股関節臼唇障害を公務 

外にするとはどういうことか。間 

違った診断であった「右脛骨骨折 

後右大腿骨顔部不全骨折、右膝 

捻挫」を公務上にして、手術で確 

認された右股関節臼唇障害、膝 

蓋大腿関節症を公務外にすると 

は何ごとであろうか。

この決定を不服として、Kさん 

と大田区職員労働組合は審査請 

求書を提出した。これに対し地方 

公務員災害補償基金東京都支 

部は審査請求棄却を求める弁明 

書を提出している。東京労働安 

全衛生センターでは、この明らか 

な公務災害を認めさせるため意 

見書を提出して今後も支_ 
援を継続する。 _

基地退職者0第2次請求 
神奈川⑩「3年の時効」内の7名

3月25日、米海軍横須賀基地 

で働き、退職後にじん肺などの 

石綿疾患になった被災者6名が 

横浜防衛施設局に対して、日米 

地位協定に基づく損害賠償請求 

を行った。「時効」が迫っていたた 

め先に請求した故〇さんと合わ 

せるとフ名になり、昨年請求して 

拒否された20名(1■ 2月号参照) 

に続いて第2次請求になる。

今回集団請求した7名の被災 

者は、いずれもじん肺管理区分 

決定や石綿疾患の労災認定を 

受けており、かっ防衛施設庁や 

防衛施設局言うところの「時効3 
年範囲内」で請求権を行使したか 

たちとなっている。時効について、 

施設庁、局は「最も重い管理区 

分の決定を受けた日(肺疾患の 

場合は、診断を受けた日)から3 
年」とする解釈を示している。こ 

の時効の考え方の不当性につ 

いては、昨年交渉で散々追及し 

ていたが、これ以上は裁判で争 

うしかない。

さらに,そこで私たちは、防衛

施設庁や局が言う「3年の時効」 

も消滅していない被災者に呼び 

かけて今回のフ名の請求となっ 

た。請求額はいずれの被災者に 

ついても、将来の死亡損害など 

含めた慰謝料として一律1人4,0 
⑻万円(すでに労災で休業補償 

が認められている者については 

その上積み分も)を求めている。 

これは、施設庁•局が昨年、損 

害の請求可能な範囲について、 

「損害が確定していない時点で 

も、休業損害も含め包括一律請 

求、即ち慰謝料が認められる」と 

回答しているからである。これ 

は、請求時点での確定した損害 

を請求する通常の裁判の考え方 

からすれば少しおかしいが、時効 

の3年の起算点を損害が確定し 

ないじん肺の管理区分決定に早 

めた結果生じた矛盾とも言え^ぅ。 

請求当日はテレビでも放映さ 

れたが、6名の請求者がほぼ全 

員出席して請求書を提出して、早 

期補償を求めた。横浜防衛施設 

局は、米軍住宅の崖崩れの補償 

問題で課長が不在、課長補佐ら 

2名が対応し,その場で提出書類 

を確認、正式受理した。

これに先立ち、第2次請求団 

と第1次請求で拒否され裁判提 

訴の準備を進めている皆さんを 

励ますため、3月22日、「基地従 

業員のじん肺上積み補償を求め 

る集い」が全駐労横須賀支部で 

開催されたD

当該の方々はもちろん、全駐 

労、ベース(基地)OB会、横須賀 

地区じん肺被災者の会などから 

約40名が参加した。集会のあと、 

じん肺の相談会も行われた。
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6年前の事故による骨髄炎
大阪癰「労災に加入していない」と放置

定により、213日から156日の

25分の1を差し弓Iいた年金額が 

支給される。既存障害は原因の 

如何を問わない。)

Aさんは大阪•豊中市にある 

藤川金属工業(株)でアルミニウ 

ム加工の仕事に従事していたと 

ころ、1993年8月、鋼衬のアング 

ルのかどに左足むこうずねをぶ 

っけてできた傷が砧で慢性骨髄 

炎となった。以後、重量物を取り 

扱ったり、長時間の立ち仕事はと 

でも無理、常時患部から浸出液 

がにじみ出てく6状態だったD昨 

年、治療に専念するために入院、 

やむなく大腿切断するに至った。 

ところが、事故当時、会社が 

「労災保険に入っていない」と彼 

の件を放置していたことと本人も 

労災の知識が不足していたこと 

等のため,労災請求をしていな 

かった。会社が労災保険加入手 

続をしていないと労災保険給付 

が受けられないものだと、会社 

も、大阪市大病院の主治医も「誤 

解」していたことが、放置された大 

きな原因となったようだ。

窮したAさんは、昨年秋に大 

阪弁護士会の無料法律相談に 

行き関西労働者安全センターを 

紹介され、相談に来られたのだっ 

た。時効の進行を止めるために、 

安全センターに来られたその日 

に、所車害の淀川労働基準監督署 

に請求手続を行った。

社長は、安全センターと労基 

署の説明を聞いてすぐfこ労災保

険加入手続を行った。(もちろん、 

仮にあくまで会社が加入手続を 

拒否しても労災請求できるし、給 

付もされる。)

労基署は、休業補償について 

は昨年1月の入院時からは全部 

休業を認め,それ以前について 

は通院日について休業を認め 

た。また、切断後昨年12月に症 

状固定しており、併せて障害補 

償の請求も行った。障害4級と認 

定される見通しだが、Aさんは、 

10歳当時左脛骨骨腫瘍(良性) 

の骨移植を受けており、これに 

よる既存障害との調整の上支給 

される予定だ(例えば、既存障害 

として膝関節の昨日に障害を持っ 

ていた(12級,156日分の一時 

金)ところに、膝関節以上で切断 

(4級,213日分の年金)となった 

場合には、「加重」の取り扱い規

労災保険における時効は、例

えば休業補償で2年であるが、 

行政内部でも「事故当日から2年 

で時効」と勘違いしている人がい 

るようで、Aさんの場合も家族が

労基署に相談に行った時にもそ

う説明されたそうである。

それは論外としても、Aさんの 

場合も時効で請求権が消滅して 

いるとみなされた部分があった 

(労基署に請求手続をした日の 

前日の2年前以前の期間)。しか 

し、会社が労災保険加入手続を 

怠っていて、「労災保険に入って 

いないよ」と言われて請求をあき

らめてしまった労働者にまで、こ

の時効の規定を適用するのは不

公正である。

こうした問題はAさんだけの問

題ではない。未加入時だけでな

く,とかく問題の多い時効の運用

について、被災労働者の立場を

尊重した取り扱いに改善するよ

う、今後労働行政に対し 

て強く要求していきたい。

全国安全センタ™第10回総会
724»25鼷鷉鱺泉で闥儘

詳しいご案内は次号7月号で行いますが,今年の第10回総 

会は,7月24日(土)午後(時間未定)〜25日.(日)正午まで、鹿 

児島の「霧島神話の郷天然泥湯の宿さくらさくら温泉」で開 

催する予定で準備を進めております。多くの方々のご参加を 

期待しておりますので、いまからご予定下さい。
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全国労働安全衛生センター連絡会議

〒136-0071東京都江東区亀戸7-10-1 Zビル5階 TEL(03)3636-3882/FAX(⑻3636-3881 
E-mail joshrc@jca.ax.ape,org HOMEPAGE http: /www,jca.pc.org/joshrc/

東 京參東京労働安全衛生センター

〒136-0071江東区亀戸7-10-1Zビル5階

E-mail etoshc倒 ca.apc.org
TEL (03)3683-9765 /FAX (03)3683-9766

東 京•三多摩労災職業病センター 
T185-0021国分寺市南町2-6-7 丸山会館2-5 TEL (042) 324-1024/FAX (042)324-1024 

東 京•三多摩労災職業病研究会
〒185-0012 国骑市本町442-14三多_療生齡館内 TEL (042) 324-1922/FAX (042) 325-2663

神奈川♦社団法人神奈川労災職業病センター
T230-0062横浜市鶴見区豊岡町20-9 d-ポ豊岡505

新潟參財団法人新潟県安全衛生センター
〒951-8065新潟市東堀通2-481

E-mail VZW01150@nifty.ne.jp
TEL ⑴45)573-4289/FAX (045)575-1948

E-mail KFR00474@nifty.ne.jp
TEL (025) 22S-2127/FAX (025) 222-0914

静岡參清水地域勤労者協議会
T424-0812 清水市小柴町2-S TEL(0543)66-6888/FAX(0543)66-6889

京 都•京都労働安全衛生連絡会議
〒601-8432京都市南区西九条東島町50-9山本ビル3階TEL(075)691-6191/FAX(075)691-6145 

大 版•関西労働者安全センター E-mail koshc@osk2.3web.ne.jp
T540-0026大阪市中央区内本町1-2-13 ばんらいビル602 TEL(06) 6943-1527/FAX(06)6943-1528

兵 庫•尼崎労働者安全衛生センター
〒660-0803尼崎市長洲本通1-16-17阪神医療生協気付TEL⑴6) 6488-9952/FAX (06)6488-2762

兵庫•関西労災職業病研究会
〒660-0803尼崎市圍牀通1-16-17阪神医療生協長洲支^ TEL (06) 6488-9952/FAX (06) 6488-2762 

広 島•広島県労働安全衛生センター
〒732-0827 広島市南区稲荷町5-4 前田ビル TEL(082)264-4110/FAX(082)264-4110 

鳥 取•鳥取県労働安全衛生センター
〒680-0814 鳥取市南町505 自治労会館内 TEL(0857)22-6110/FAX(0857)37-0090

愛 姫♦愛媛労働災害職業病対策会議
〒792-0003 新居浜市新田町1-9-9 TEL(0897)34-0209/FAX(0897)37-1467 

高 知♦財団法人高知県労働安全衛生センター
〒780-0010 高知市薊野イワ井田1275-1 TEL(0888)45-3953/FAX(0888)45-3953 

熊 本♦熊本県労働安全衛生センター
〒861-2105熊本市秋津町秋田3441-2◦秋津レ-クタウンクリニックTEL(096)360-1991/FAX(096)368-6177 

大 分♦社団法人大分県勤労者安全衛生センター
〒870-0036放市中娜-2-5 労騙絵館「ソレ(•ユ」6階 TEL(0975)37-7991/FAX (0975)34-8671

宮 崎♦旧松尾鉱山被害者の会
T883-0021日向市財光寺283-211長江団地1-14

商治体♦自治体労働安全衛生研究会

〒102。0085千代田K六番町1自治労会館3階 

(オブザーバー)

福 島♦福島県労働安全衛生センター
〒960-8103福島市船場町1-5

TEL(0982)53-9400/FAX (0982)53-3404

E-mail sh-net@ubcnet.or.jp
TEL (03) 3239-9470/FAX (03)3264-1432

TEL(0245)23-3586/FAX (0245)23-3587

山ロ ♦山口県安全センター

〒754-0000山口県小郡郵便局私書箱44号

jca.pc.org/joshrc/
ca.apc.org
mailto:VZW01150%40nifty.ne.jp
mailto:KFR00474%40nifty.ne.jp
mailto:koshc%40osk2.3web.ne.jp
mailto:sh-net%40ubcnet.or.jp

